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 計画に記載された事項について重大な変更が生じた場合や生じることが予想される

場合は、遅滞なく金融庁に報告いたします。 
 
経営の健全化のための計画の前提条件 

    平成 18 年度の景気につきましては、世界経済がアメリカを中心にやや減速しつつ

も拡大基調に変化はないものと考えられていることや、わが国の企業収益が好調に推

移し、民間設備投資の増加や雇用情勢の改善が見られるなど、緩やかな回復が続きま

した。 

平成 19 年度以降、当面は、一部に景気の不透明感は残るものの、緩やかな景気回

復過程を辿るものと考えております。 

    このような経済環境の見通しにもとづき、計画の前提条件として金利・為替・株価

を以下の通り予想しております。 

 

（金利） 

    平成 19 年度以降、景気は緩やかな回復を辿るものと考えておりますが、金利水準

は平成 19 年 3 月期末水準の市場環境を横ばいとしております。 

（為替） 

    為替の見通しについては、国際経済動向等の国内経済以外の要素が多く予測が困難

なため、平成 19 年 3 月期末の為替相場を以降横ばいといたしました。 

（株価） 

    株価については、平成19年3月期末の日経平均株価を以降横ばいといたしました。 

 

（単位：％・円） 

 19 年 3 月期 20 年 3 月期 21 年 3 月期 22 年 3 月期 23 年 3 月期 

無担ｺ-ﾙＯ/Ｎ 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50

TIBOR 3 Ｍ 0.65 0.65 0.65 0.65 0.65
金

利 
10 年国債 1.65 1.65 1.65 1.65 1.65

日経平均株価 17,288 17,288 17,288 17,288 17,288

為替相場（円/ドル） 118 118 118 118 118

（注）19 年 3 月期の金利は期末足元実勢ベース。 

19 年 3 月期の日経平均株価、為替相場（円/ドル）は 19 年 3 月末東京市場終値。 

20 年 3 月期以降の金利は各期の想定中心レンジ。 
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１．金額・条件等   

（１）根拠 

当行は、「金融機能の早期健全化のための緊急措置に関する法律」第 4 条第 2

項に基づき平成 12 年 9 月株式等の引受等を申請し、お引き受けをいただきまし

た。 

    今般、金融再生委員会より平成 11 年 9 月 30 日付で発表された「経営健全化計

画の見直しについての基本的考え方」に基づいて、従来の計画を見直し、本計画

を提出いたします。 

 

（２）発行金額、発行条件、商品性 

  優先株式の概要は、以下のとおりであります。 

 

  [優先株式の概要] 

種類 第 3 回第 3 種優先株式 

発行株数 17,150 千株 

発行価額 １株につき、3,500 円 

うち、資本に組入れない額 １株につき、1,750 円 

発行総額 600 億 25 百万円 

優先配当金（同利回り） 45 円 15 銭（1.29％） 

残余財産の分配額 １株につき、3,500 円 

当初転換価格・転換条件 

 

1,014 円 

転換請求期間中、毎年 9 月 30 日の時価により修正

転換請求期間 平成 14 年 9 月 30 日から平成 26 年 3 月 30 日まで 

下限転換価格 1,014 円 

一斉転換日 平成 26 年 3 月 31 日 

 

（３）当該自己資本の活用方針 

平成 12 年 9 月に受け入れた自己資本につきましては、第一に県内の中小企業及び

個人向け貸出ニーズに優先的に対応する資金とし、安定的かつ円滑な資金供給を行

い、地域金融機関としての責務を果たしております。 
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２．経営の合理化のための方策 

（１）経営の現状及び見通し 

イ．概況 

（イ）平成 18 年度決算の概況 

Ａ．経済・金融環境等 
当期のわが国経済は、企業収益が好調に推移し、民間設備投資の増加や雇用

情勢の改善が見られるなど、景気は緩やかな回復が続きました。 

当行が営業基盤とする千葉県経済につきましても、個人消費に緩やかな回復

の動きが見られ、雇用情勢の改善や住宅建設の順調な推移が続いております。

このような経済回復の背景もあり、県内では地価の下げ止まり傾向が鮮明とな

りました。 

 

Ｂ．収益状況 

（Ａ）業務純益 
当期は、新規貸出先増強の取組み等により貸出金利息が増加し、また有価

証券利息や役務利益の堅調な増加等により、業務粗利益は 386 億円（前期比

＋8 億円、計画比＋3 億円）となりました。また、経費は、引き続き徹底し

た削減を図りましたが、営業戦略上真に不可欠な投資等もあり、239 億円（前

期比+1 億円、計画比▲1 億円）となりました。 

       以上により、当期の業務純益（一般貸倒引当金繰入前）は、147 億円（前

期比+6 億円、計画比＋5 億円）となり、また、本来の営業成績を表わすコア

業務純益（一般貸倒引当金繰入前、国債等債券関係損益控除）は 152 億円（前

期比＋3 億円、計画比＋10 億円）となりました。 

 

（Ｂ）当期利益 

当期の不良債権処理損失額（一般貸倒引当金繰入含む）は、地価下落の沈静化、

企業の経営環境好転・業績改善等に加え、大口先要因の剥落等もあり、62 億円

（前期比▲24 億円、計画比+14 億円）と減少し、経常利益は 84 億円（前期比+12

億円、計画比▲6 億円）となりました。 

特別損益も+22 億円（特別利益 24 億円、特別損失 2 億円）となり、当期利益は

91 億円（前期比＋7 億円、計画比＋7 億円）となりました。 

 

（２）業務再構築のための方策 

イ．今後の経営戦略 

当行は、平成 12 年度より、経営ビジョンである「少数精鋭・高収益で地域に

信頼されるコアバンク」の確立を目指し、新生ちば興銀への再生を図ってまいり

ました。その結果、平成 18 年度の当期純利益は 3 期連続過去 高益を計上する
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ことができ、さらに平成 19 年 3 月末の開示債権比率は 4.24％まで低下する等、

業績回復ならびに財務の健全性向上において着実に成果を上げることができた

と認識しております。 

今後は、平成 19 年度以降を「新生ちば興銀を創造・スタートする年＝飛躍期」

と位置付け、中期的に取組む 3 つの経営課題として「更なる成長への挑戦‥‥

収益力強化」「強固な経営基盤の構築」「地域経済・地域社会の発展への貢献」

を掲げ、成長と変革へチャレンジしてまいります。 

     

【今後の経営戦略】 

 

【経営戦略】 
・重点事業・ターゲット顧客の明確化 

優先順位は①中小企業貸出②個人預り資産③住宅ローン 

・顧客の経営課題の発見とその解決策を提供する「ソリュー

ション型営業」の展開 

コンサルティング営業強化、営業店マネジメント高度化 

・営業戦力の圧倒的増強 

適な担い手とチャネルに戦力傾斜投入、実践力ある営業人材の強化 

チャレンジ１：成長への挑戦･･･収益力強化  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【経営戦略】 
・地元企業の経営課題解決支援 

   地域に信頼され何でも相談できる銀行へ 

・顧客保護態勢の構築 

説明責任の徹底、利用者の安全性・利便性向上 

・顧客満足度向上 

顧客対応力強化、ＣＳ文化の醸成、地域ＣＳＲへの取組み 

・株主価値の拡大 

収益力・健全性向上による株主価値の拡大、マーケット評価改善 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【経営戦略】 
・財務基盤の強化 

資本の質向上、健全性・収益性指標の改善 

・リスクマネジメントの強化 

経営ガバナンス、コンプライアンス態勢の再構築、高い事務品質 

・人材の育成と組織の活性化 

少数精鋭のプロ集団、成果が報われる働きがいのある職場 

・情報・インフラの整備・標準化 

情報データベースの整備、システムインフラの整備等 

チャレンジ２：強固な経営基盤の構築 チャレンジ３：地域経済・地域社会発展への貢献 
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（イ）チャレンジ１･･･成長への挑戦（収益力強化） 

当行は平成 17 年度より「攻めの経営」に軸足を変えて営業推進を行っており

ますが、平成 19 年度からは更なる成長と発展に向けて、収益力の強化に重点を

置いた営業戦略を展開してまいります。 

戦略推進にあたっては、①中小企業貸出、②個人預り資産、③住宅ローンを重

点事業分野として位置付け、営業戦力の圧倒的な増強を図るとともに顧客との

リレーション強化に努めることで、多様なニーズにきめ細かくお応えしてまい

ります。また、個人のお客さまにとっての日常的な利便性の向上にも努め、地

域のお客様の生活向上を金融面から支えてまいります。 

 

Ａ．重点事業分野への集中的な取組 

  当行は、千葉県内の多様なお客さまのニーズに応えることで、地域とともに発展

していくことを目指しておりますが、特に今後の成長の余地が大きいと考えられ

る以下の 4 分野については、重点事業分野として集中的に取り組んでまいります。 

  （Ａ）中小企業貸出 

当行は地域に根ざした金融機関として、千葉県内企業の大多数を占める中小

企業への円滑な資金供給に注力することにより、顧客基盤の拡充を図るととも

に地域経済の発展に貢献してまいります。 

新規貸出先の獲得については従来同様、お客さまニーズへの的確かつスピ

ーディーな対応により顧客数の増強を図ります。 

既存貸出先との関係においては、お客さまとの接点の増加と提案力向上に

よるリレーションの強化に努め、当行シェアの高い中核先の維持と低シェア

先のシェアアップに取り組んでまいります。 

 

◎ 中小企業貸出戦略イメージ

大

年
商

小

低　　　　　　　　　　　　当行貸出シェア　　　　　　　　　　　高

取引拡大の方向性

攻めるべき顧客層 維持する顧客層

中
　
核
　
先

個　別　対　応
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（Ｂ）個人預り資産 

わが国において顕在化してきた「貯蓄から投資へ」の流れ、および団塊世代

の大量退職や高齢化社会といった社会現象の中で、地域のお客さまの運用商品

に対するニーズは高まる傾向にありますが、当行としても商品ラインナップの

充実と提案力の向上に努め、多様化する運用ニーズに的確にお応えしてまいり

ます。 

投資信託については、スポット型のタイムリーな募集に加え、平成 19 年度

においてはオープン型投資信託の中でも人気の高いバランス型ファンド 3 銘

柄を新たに導入するなど、商品の充実を図るとともに、チャネル運営や手数料

設定を効果的に行うことで、利便性・選択性の向上に努めます。また、お客様

の投資信託に対する理解度のアップに主眼を置いた「資産運用セミナー」を今

後も県内各地で開催し、お客さまニーズに幅広くお応えしてまいります。 

個人年金保険についても、新商品の導入によりさらなる商品ラインナップの

充実を図るとともに、店頭でのご案内体制の充実を図り、お客さまニーズに則

した提案に努めてまいります。 

（Ｃ）住宅ローン 

     平成 19 年 1 月には、全国の金融機関に先駆けて住宅金融支援機構提携商品

「フラット３５プラス（保証型）」を発売し、高まる長期固定金利ニーズに対

する商品ラインナップの充実を図っておりますが、今後もお客さまニーズを的

確に把握したうえで、新商品開発と既存商品の機能アップに努めてまいります。 

     推進面では、今後も建築会社やマンション業者との連携を強化し、効果的に

販路を拡大してまいります。また、お客さまよりご好評をいただいております

各営業店での休日相談会についても積極的に開催し、幅広い住宅ローンニーズ

にきめ細かく対応してまいります。 

なお、平成 19 年 4 月には個人ローンに係る商品企画ラインと事務企画ライ

ンを統合し、組織面でもお客さまニーズに一層機動的に対応できる体制に変更

しております。 

 

◎ 住宅ローン戦略イメージ

営業店
（休日借換相談会等）

ローンプラザ
（地元業者対応等）

個人ローン推進室
（大手業者対応等）

≪営業チャネル≫
≪本部体制（新体制）≫

「相互連携」

推
進
支
援

個人ローン企画室

事務企画

＋
一
体
化

推進企画
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（Ｄ）顧客利便性の向上 

   お客さまに当行をご利用いただく際の利便性を向上させることで、個人顧客

層の維持・拡大に努めてまいります。 

   お客さまが日常生活において も銀行と関わることの多い現金引出しニー

ズについては、外部提携を主体としたＡＴＭネットワークの拡充と柔軟な手数

料設定を検討してまいります。 

   インターネットバンキングやモバイルバンキングにおいては、平成 19 年 4

月に「Pay-easy(ペイジー)税金・各種料金払込みサービス」の取り扱いを開始

しておりますが、今後も引き続きニーズ動向を分析しながら、機能追加とセキ

ュリティ向上に取り組んでまいります。 

   当行のポイント制サービスである「コスモスクラブ」についても、お客さま

のニーズを踏まえるとともに使い勝手や分かりやすさにも配慮しながら内容

を改定していくほか、当行ホームページについても一層の利便性向上を図って

まいります。 

   なお、顧客利便性の向上にあたっては、外部提携やアウトソースも積極的に

活用しローコストでの運営に努めます。 

 

Ｂ．顧客とのリレーション強化 

        当行は、地域のお客さまとのリレーションを強化することで、個々のお客さま

のニーズに応じたソリューション提供と取引接点・紐帯の更なる強化を図ってま

いります。 

    （Ａ）エリア営業体制の強化 

当行は千葉県内を 5 つのエリアに区分し、各エリアの地域特性に応じて営業

を推進する「エリア営業体制」を構築しておりますが、成長エリアにおいては

地区法人営業部の増員・新設など営業人員の追加投入を検討してまいります。 

また、平成 19 年 4 月には支店業務部の組織の見直しを実施、「エリア営業

部長」の職務に営業店業務運営・業務方針の指導、営業店業務の課題収集およ

び本部各部への情報提供を加えております。これにより、エリア営業体制のも

とで長期持続的に少数精鋭で高付加価値を実現できる組織の運営を目指して

まいります。 

（Ｂ）顧客ニーズ対応力の強化 

お客さまの経営課題に対するソリューション提供を通じてお客さまとのリ

レーション強化を図るべく、平成 19 年 5 月に本部の営業統括部ナレッジセン

ター内にリレーション強化チームを設置し、営業店でのソリューション営業活

動のサポート体制を強化しております。 

また、営業戦力の増強と内部業務の効率化を進めることでお客さまとの接点

を増やし、きめ細かい営業活動を展開してまいります。 
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集合研修やトレーニー制度によるＯＪＴなども十分に活用し、法個人のお客

さまに対する各営業担当者のスキル向上にも常時取り組み、お客さまニーズへ

の対応力を強化してまいります。 

（Ｃ）営業チャネルの充実 

   平成 19 年 7 月には当行として 12 年ぶりの新設店舗となる「おおたかの森支

店」を開設するほか、既存店舗のリニューアルにも順次取り組み、お客さまに

喜ばれる店舗づくりに努めてまいります。 

   コールセンター、インターネット、モバイル、ＡＴＭ等の非対面チャネルに

ついても、お客さまの利便性の向上に努め、多様な生活環境の中にあるお客さ

まとのリレーションの強化を図ってまいります。 

（Ｄ）顧客ネットワークの活用 

   平成 16 年よりスタートした次世代経営者育成のための「ちば興銀『経営塾』」

の運営継続や、当行のお客さまの会である「興友会」の活動活性化などを通じ

て、お客さま同士の交流を深めるとともに、当行顧客基盤の拡充に努めてまい

ります。 

   

Ｃ．営業戦力の増強 

当行は地域のお客さまとの接点を拡大するため、営業戦力の増強を図り、地域

のお客さまのニーズにスピーディーに、かつきめ細かく対応してまいります。 

（Ａ）法人営業部門 

現在大型法人店舗 5 ヶ店に設置され、近隣主要法人を集中的に担当している

地区法人営業部を増員するとともに、県内の高成長地域への地区法人営業部新

設を検討してまいります。 

また、平成 19 年 5 月の営業統括部ナレッジセンター「リレーション強化チ

ーム」新設により、営業店における高度な案件への対応や、お客さまへの的確

なソリューション提案のサポート体制を強化しております。 

内部事務の効率化への取り組みを継続し、個々の営業担当者の営業体力拡大

にも努めてまいります。 

（Ｂ）個人営業部門 

営業店におけるマネープランナー（預り資産を主体に個人総合取引を担うロ

ーカウンター担当者）、マネーコンサルタント（主に証券会社ＯＧ等から採用

した預り資産販売専担の外訪スタッフ）を大幅に増員し、預り資産販売体制を

充実させてまいります。 

また、本部の営業統括部内に「フィナンシャルコンサルタント」を配置し、

営業店における預り資産販売の支援・指導にあたらせることで、全店レベルで

の提案スキル向上を図ります。 

住宅ローンに関しては、営業店の住宅ローン窓口担当者を増員し、営業店窓
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口における住宅ローンニーズへの対応力を強化いたします。また、ローンプラ

ザにおける事務担当者を外部採用し、ローンプラザ営業担当者の営業体力を拡

大してまいります。 

 

マネープランナー
フィナンシャル・コンサルタント

（本部支援チーム）

資産運用アドバイザー

お客さま

マネーコンサルタント
営
業
店

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ）チャレンジ２･･･強固な経営基盤の構築  

 Ａ．財務基盤の強化 

上記の更なる成長へのチャレンジを通じて収益力の向上を図ることで、経

営健全化計画の着実な履行とあわせ、剰余金の積上げペースを加速してまい

ります。また、業務粗利益の増加と経費の効率的な運営により、ＯＨＲ改善

にも注力してまいります。 

 

 Ｂ．リスクマネジメントの強化 

（Ａ）情報管理の徹底 

個人情報保護法への対応を含め情報管理については、厳格な取扱いがなされ

る態勢の整備・充実が経営上の重要課題であると認識しております。 

「情報管理に関するグループ経営管理の基本的考え方」を情報管理のグルー

プ基本方針とし、「情報セキュリティポリシー」に基づき、各種の下位規程を

整備するとともに、 高責任者をＣＯＯ（ 高執行責任者）とする「情報管理

委員会」の設置、各部室店への情報管理責任者および情報管理者の設置等の組

織態勢整備を行っております。 

今後とも、安全管理措置の高度化、研修の拡充等により、実効性の向上に重

点を置いた整備・強化を進め、厳格な情報管理を行ってまいります。 

（Ｂ）事務リスク管理の強化 

信頼される高品質な事務を提供できるよう、堅確な事務処理態勢を構築し、
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事務リスクを極小化することを重要課題として、事務リスク管理の強化に取組

んでまいります。 

基本事務を徹底しミスのない堅確な事務体制を築くため、｢基本事務･動作チ

ェック運動｣の実施および規程の見直し･明確化により改善を図っており、また

事務ミス・苦情発生店に対する支店サポートを実施し、再発防止および未然防

止指導に取り組んでおります。 

（Ｃ）信用リスク管理体制の強化、システム化への対応  

信用リスク管理体制の強化・システム化は、重要な経営課題の一つと認識し

ており、「事業金融強化プログラム」の実施、審査・与信管理体制の拡充等を

進めてまいりました。また、19 年 4 月より融資統合管理システムが稼動し、

格付・自己査定業務のシステム化が実現しております。 

引き続き、営業店の与信対応力強化の支援（含む人材育成）、営業店与信業

務の効率化・管理強化、信用リスク管理の一層の強化等を目指し、融資統合管

理システムの定着化フォロー、電子稟議ワークフローシステムの構築等の与信

業務のシステム化を進め、営業店業務の生産性向上と本部のリスク管理力強化

を図ってまいります。 

（Ｄ）その他のリスク管理体制の強化  

その他、リスク管理に関する事項は「7.財務内容の健全性及び業務の健全か

つ適切な運営の確保のための方策（1）各種リスク管理の状況」及び「図表 12 

リスク管理の状況」に記載しております。 

 

  Ｃ．少数精鋭のプロ集団、成果が報われる働きがいのある職場、活力ある組織

づくり 

（Ａ）人事の活性化 

人員・人件費の削減を進めるなかにおいても、従来の年功序列型の人事制度

を改革し、業績評価を重視した人事体系と評価システムを確立することが必要

との認識のもと、取組みを実施してまいりました。具体的には、役職定年制の

導入・役職登用年齢の引下げ、女性支店長登用等により、人事の若返り、若手・

女性の登用による組織の活性化を進めてまいりました。さらに、能力重視の観

点から能力・意欲の高いパートスタッフを積極的に行員に登用する「行員転換

制度」の新設、また平成 18 年度下期からは、人事評価の一部を改定し行動評

価を加える等を実施して組織風土の刷新を図っております。 

（Ｂ）人材のレベルアップ 

｢少数精鋭・高収益で地域に信頼されるコアバンク｣を標榜するなか、すべて

の活動の源泉となる「人材」の活性化が経営上の重要課題であるとの認識から、

ＣＤＰ（ｷｬﾘｱ・ﾃﾞﾍﾞﾛｯﾌﾟﾒﾝﾄ・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ）にリンクした研修体系の充実・整備を

行い自己革新能力の向上を図ってまいります。 
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ａ．業務別研修体制の充実 

多様化・高度化する金融サービスや顧客ニーズに対応できる人材を育成し

ていくため、｢法人・個人営業関連｣・｢融資業務関連｣・｢店頭業務関連｣の各

フィールド別に求められるスキル・知識を明示するとともに、お客さまへの

高付加価値なサービスの提供に繋がるノウハウを中心とした、より実践に即

した研修・育成プログラムや本部機能を活用したトレーニー制度の充実を図

ってまいります。 

    ｂ．管理者のマネジメント力強化 

組織風土の刷新、組織力の強化を図るため、役職別の初任者研修について

は、マネジメント力・コミュニケーション能力の向上のためのカリキュラム

を中心に再編成するとともに、担当業務にかかるコンプライアンス、各種リ

スク等についての管理体制の強化を図ってまいります。 

    ｃ．基礎教育の徹底・充実  

求められる高い専門スキルの習得にあたり、その土台となる基礎知識や基

本スキルの確実な習得が重要であるとの認識から、新入行員からの２年間を

基礎教育期間として位置づけ、「融資渉外コース」および｢店頭営業コース｣

のコース別育成プログラムの運営を行っております。  

集合研修・支店ＯＪＴ・業務ローテーション・教育ツールを連動させた教

育プログラムにより、基礎教育の徹底、早期戦力化を目指しております。 

 

Ｄ．情報データベースの整備、システムインフラの整備 

当行は基幹系システムの開発・運用を地銀共同センターへアウトソース

しておりますが、地銀共同センターからの各種還元データを当行独自に把

握・分析し、それを行内各部署で共有するなど、積極的かつ有効に活用し

ていく必要があるという認識の下、経営戦略立案・推進のための基礎デー

タを精緻かつ容易に抽出・蓄積・分析出来るよう、行内情報系データベー

スの再整備と、収益管理・原価計算・顧客管理などの情報系システムイン

フラの整備に取り組んでまいります。 

具体的には、日次計数・月次計数・期次計数・科目別計数などのデータ

ファイルを目的別かつ時系列に整理し、それら基礎計数の定例的出力と随

時簡易に加工・抽出することの出来る仕組みの整備、及び収益管理システ

ムの高度化や顧客管理システムの導入を、年度の投資計画を策定する中で、

優先順位をつけて実施してまいります。 

 

Ｅ．組織風土の刷新 

当行は、営業力強化・効率経営により収益力の強化を図り、あわせてリス

ク管理力の強化により経営の再構築を図っておりますが、これらを推進して
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いくためにも、組織風土の刷新が必要と認識しております。 

今後も、「県内の中小企業家の親切な相談相手たらんことを期する」という

創業の精神を引き継ぐ、企業理念「地域とともに、お客さまのために、親切の

心で」の意味を役職員全員が共有し、行内コミュニケーションの更なる向上等

により、自主的で働きやすい職場を目指してまいります。 

（ハ）チャレンジ３･･地域経済・地域社会発展への貢献 

Ａ．地元企業の経営課題解決支援 

 （Ａ）情報提案力・コンサルティング営業の強化 

    １９年５月に営業統括部ナレッジセンター内にリレーション強化チーム

を設置致しました。本チームは、地域金融機関に求められる多様化する地

元企業ニーズにお応えする為、各種情報の収集、提供を行う事で組織的に

コンサルティング営業を展開してまいります。 

    次世代経営者育成支援につきましては、経営塾第二期生の運営が好評に

つき、５月に新たに３名の入塾生を迎え入れ３９名にて引続き各種セミナ

ー、地域活性化勉強会等を実施してまいります。また、ベンチャー等企業

発掘・育成のためフジサンケイビジネスアイ主催の「千葉県元気印大賞」

も継続して共催予定です。 

 （Ｂ）経営改善支援、債権健全化策等の強化 

      当行は、不良債権「処理」から「再生・良化」への転換を基本スタンスとし

て、取引先企業の経営改善・事業再生支援に積極的に取組んでまいります。 

地域密着型金融の継続的な取組みとして、経営改善支援取組み先を 400 先程

度選定し、経営改善計画策定支援・計画策定先のモニタリング強化・経営指導

等の助言アドバイスを実施し、債務者区分の劣化防止及びランクアップにより

要注意債権等の健全化を図ってまいります。経営改善計画策定支援に際しては、

経営改善ノウハウを有する外部専門家を積極的に活用し、実現性の高い計画策

定支援を実施してまいります。また、「初期延滞管理」･「資金繰注視先管理」

の再度の徹底により(運用ルールの見直しを検討中)、従来以上に早期に経営改

善支援に着手することで、不良債権の新規発生抑止を図ってまいります。 

経営改善計画策定先の計画策定後の支援策として、信用保証協会と連携した

「経営改善中小企業者向け融資」の拡充を図ってまいります(計画達成率概ね

80％以上の先が対象、協会保証付とプロパー扱を半々で支援)。 

事業再生支援については、事業価値を見極める地域密着型金融の本質を追求

する上で重要な位置付けにあることを十分認識し、コンプライアンス、モラル

ハザード、債権者としての経済合理性の問題をクリアーした上で、中小企業再

生支援協議会の機能を活用した取組みを強化してまいります。また、中小企業

再生支援協議会案件の枠組みの中で、地域再生ファンド、DES・DDS 等の再生

手法についても積極的に取組んでまいります。 
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再生企業に対する金融支援の一環として、中小企業再生支援協議会支援決定

先に対するエグジットファイナンスについても継続的に取組んでまいります

(18 年度は政府系金融機関との協調融資にて出口資金 2 件実行)。19 年度から

は、「再チャレンジ支援」の観点も踏まえ、DIP ファイナンスについても、信

用保証制度等を活用しつつ、前向きに検討してまいります。 

引続き、事業再生・中小企業金融円滑化を一層推進し、地域経済の活性化に

貢献してまいります。 

 

Ｂ．顧客保護管理態勢の構築 

当行は経営理念の一つに「お客さまのために」を掲げ、積極的にお客さま

のニーズに応え、創造性を発揮し、より質の高いサービス提供につとめるこ

とを目指しております。その実現のため、与信取引および金融商品販売時の

説明態勢の確立、顧客からの相談・苦情に対して、適切にかつ親切に対応する顧

客サポート態勢、さらに顧客情報管理態勢、外部委託管理態勢等の確立に努めて

まいります。 

 

 Ｃ．顧客満足度向上 

   金融商品が多様化し顧客意識が複雑化するなかで、的確に顧客ニーズを把

握しそのニーズに素早く対応すべくＣＳ意識向上を図ります。 

 （Ａ）地域ＣＳＲ（企業の社会的責任）への広範な取組み強化 

ＣＳＲは企業理念の実践そのものであるという認識のもと、地元千葉県に

おける存在感の向上に引き続き全力で取組んでまいります。 

   ａ．コンプライアンスの徹底 

コンプライアンスをＣＳＲ活動の柱と捉え、あらゆる法令やルールを厳

格に遵守し、社会的規範にもとることのない、誠実かつ公正な企業活動を

遂行してまいります。 

   ｂ．環境への貢献 

省エネへの取組み、環境を意識した商品・サービスの提供を引き続き進

めてまいります。 

   ｃ．地域貢献活動への取組み強化 

文化・スポーツ振興活動等に積極的に取組み、また地域経済に貢献する

活動を充実してまいります。 

 （Ｂ）ＣＳ（お客さま満足度）向上 

    平成 16 年 10 月から実施している「ＣＳ全行運動」を平成 19 年度から「パ

ワーアップＣＳ運動」と名称を変え、取組み内容も見直しを行いました。

従来の郵送による「顧客満足度調査」やハガキ形式の「お客さまの声カー

ド」は継続実施し、「お客さまの声」を商品・サービスの改善・開発に反
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映させ、お客さま満足度の一層の向上を図るとともに、「ＣＳチェックシ

ート」による基本動作（接遇、電話応対等）の点検を各営業店が自店点検

することにより、店頭のお客さま受入れ態勢の強化を図ってまいります。 

 

 Ｄ．株主価値の拡大 

新たなステージにおける一層の飛躍を目指して、競争力を発揮できる分野

へ積極的な人材を投入を行ってまいります。その成果を確実にあげ、そして

株主価値の向上につなげるべく、体制整備にも取組んでまいります。 

トップライン収益の増強を図り、強靭な財務内容を構築していくことで、

外部格付の向上を目指すとともに、地盤である千葉県内のみならず、その他

の地域の投資家層へもアプローチしてまいります。今年度（19 年 3 月期決算

期ＩＲ）からは、機関投資家向け決算説明会（ラージミーティング）を開催

いたします。また、当日の資料等につきましてもホームページに掲示するな

ど、積極的な開示に努めてまいります。 

 

ロ．リストラの推移及び計画 

当行は、従来より効率的な営業推進体制を目指し店舗・人員の見直しを含む

人件費・物件費の削減に努力してまいりました。しかしながら、人員・経費の

従来型の削減も限界に近づいており、一方で各種社会的要請や規制等への対応

に伴う経営管理コストの高まりが想定されます。当行が地盤とする千葉県の景

気が回復基調を辿るなか、「更なる成長・収益力強化」を図るためには、営業

拠点の整備・拡大、営業戦力の拡充も不可欠であると考えております。 

今後は、激変する金融環境を勝ち抜く新しい効率的な経営体制の構築を目指

し、戦略的な事業の再構築を進め、経営体質の強化・経営効率の向上を図って

まいります。 

 

（イ）人件費 

総人員は、平成 6 年度をピーク（2,163 人）として以降、人員を削減してお

ります。エリア営業体制のもとで店舗統廃合・本部営業店組識のスリム化・業

務の効率化・アウトソ－シング等を推進するとともに、新卒採用の抑制・出向

転籍の促進等を実施してまいりました。平成 19 年 3 月末には総人員 1,272 名

（計画比▲8 名）を実現しました。 

今後も、経営資源の「選択と集中」により組織の効率化を図り、平成 21 年 3

月末には総人員 1,250 名体制を実現してまいります。 
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  ［営業店人員構成の推移］（支店長級・庶務を除く）      （単位：人）        

 行員（比率％） スタッフ等（比率％） 

平成 10 年 3 月 1,306（77％） 390（23％） 

平成 17 年 3 月 687（49％） 709（51％） 

平成 19 年 3 月 730（48％） 776（52％） 

 

[行員数等推移]                         （単位：人） 

 平成 9 年度 平成16年度 平成18年度 平成22年度

行員数  ① 1,965 1,304 1,272 1,250 

ﾊﾟ-ﾄ   ② 619 751 790 765 

ﾌﾙﾀｲﾑｽﾀｯﾌ・派遣③ 0 129 218 250 

（②+③）/① 31.5% 67.5% 79.2% 

 

 

   

81.2% 

 

    これまで、賞与支給率・諸手当・支店長級以上の定例給与等の削減や、厚生年

金基金の代行返上による退職給付コストの削減などにより、人件費の削減に努

めてまいりました。 

      今後につきましては、総人員 1,250 名体制の実現と並行して、職責に応じた

給与体系への是正、成果に応じた一人当たりの処遇の改善等により、従業員の

モチベーション並びに定着率の向上、新規採用者の資質の向上、組織の活性化

を図り、収益目標達成に繋げてまいります。 

 

 [人件費等推移]                       （単位：億円） 

 平成 9 年度 平成16年度 平成18年度 平成22年度

人件費  ① 172 99 98 103 

退給関連費用② 9 7 5 6  

除く退給①-② 162 92 92 

 

 

  

97 

 
（ロ）物件費 

物件費についても、従来より一般物件費の徹底的な抑制、投資の厳選等に取

組んでまいりました。 
引き続き、業務の効率化、消耗品費をはじめとして既存の一般物件費につい

て徹底した節約を進めてまいりますが、一方で、営業拠点・営業戦力の拡大に

よる収益拡大、老朽化設備の更改による顧客利便性の向上に併せて取り組んで

いく必要があり、さらに内部統制態勢強化・金融商品取引法・リスク管理の高

度化等の経営管理コストの増加が見込まれております。 
今後は、従来以上にメリハリのある物件費運営が求められ、機械化関連投資に

14 



つきましても、投資効果・収益効果等を十分検討し、営業戦略上真に不可欠な新

規投資、合理化・効率化・収益向上のための投資等に取組んでまいります。 
 

[物件費推移]                         （単位：億円） 

 平成16年度 平成17年度 平成18年度  平成22年度

物件費   128 126 127  132 

機械化関連 45 40 44  45  

一般物件費 82 85 83  87 

 

ハ．子会社・関連会社の収益等の動向   

（イ）子会社・関連会社設立の目的と管理の状況 

Ａ．設立の目的 

多様化する顧客ニーズに応え､総合的金融サービスを提供することにより、

千葉興業銀行グループとしての総合力を高めることを目的に設立いたしまし

た。 

また、連結子会社に銀行業務の付随的・補完的業務を分離し、業務の専門性

を高め、効率化と事務処理の堅確化を図ることを目的としております｡ 

 

  Ｂ．管理の状況 

連結子会社の管理については､関連事業室を統括部署として、グル－プ全体

での経営、リスク管理、人事、経理に関する重要事項について本部の各業務担

当部署と協働のうえ実施しております｡ 

 

（ロ）子会社・関連会社の収益の動向 

かねてより進めてまいりました子会社･関連会社の支援･再編は平成 16 年度に

て終了し、平成 17 年 3 月期決算において全社の黒字化を達成しました。 

今後とも、当行グループ全体の財務内容の強化を図るため、各社の業務拡大と

リスク管理の強化を進めるとともに、コスト削減と業務の効率化を推進してまい

ります。また、各社の自立体制の確立、総合的金融サービスの提供に一段と注力

してまいります。 

 

    Ａ．千葉総合リース(株)は、今後とも営業基盤をより強固なものとし、自立した関        

連会社として安定した収益確保を目指してまいります。 

 

Ｂ．ちば興銀ユーシーカード(株)は、一過性の要因により平成 19 年 3 月期決算は

赤字となりましたが、今後とも、本業であるカード業務に 大限注力し、安定し

た収益体質の確立を推進してまいります。 
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Ｃ．千葉保証サービス(株)は、当行ローン保証業務における日常業務の効率化・コ

スト削減および債権管理に注力し、収益力拡大を推進してまいります。   

 

Ｄ．ちば興銀ビジネスサービス(株)は、事務受託会社として、当行のさらなる業務

効率化に大きな役割を担ってまいります。 

 

Ｅ．ちば興銀コンピュータソフト(株)は、今後とも、当行のシステム戦略における

中枢部門を担う関連会社として、当行システムの企画・開発、外部ベンダーか

らの業務受託、当行お取引先に対するＩＴ化支援を積極的に行ってまいります。 

 

ニ．管理会計の確立とその活用の方策 

当行の管理会計は、全体を対象とする総合予算・部門別収益管理、個々の営業

店を管理対象とする営業店収益管理を実施する体制となっており、今後ともレベ

ルアップ・精度向上に努めてまいります。 

 

（イ）収益管理 

当行の現在の収益管理体制は、銀行全体での収益計画の統括である総合予算

と、それに基づく部門別収益管理、さらに営業店を対象とする営業店収益管理

の３本立の管理体制となっております。 

 

Ａ．総合予算、部門別収益管理 

当行では半期毎に経営健全化計画を基礎とした各部施策に基づく資金計画、

収益計画、自己資本比率等を策定し、当行全体に係る予算としての総合予算を

執行・運営しております。 

この総合予算をベースに、各期の月次ベースでの部門別予算を策定し、期中

においては毎月の「経営健全化計画計数フォローアップ委員会」にて、実績と

の比較、要因分析等を実施することにより収益状況のモニタリング、フォロー

アップを実施しております。 

また、当行の部門別収益管理は、営業統括部門(営業店国内部門)、国際部門、

ＡＬＭ部門、本部(経営勘定)の４部門に分割され、それぞれ営業店収益管理と

同じ個別スプレッド方式により収益を算出する仕組みとなっております。 

これにより、ＡＬＭ部門への金利リスクの集中と同リスク見合収益の集中、

各部門が達成すべき収益の明確化が図られ、収益構造の分析と今後の戦略の基

礎とすることが可能となっております。 

 

  Ｂ．営業店収益管理 
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従来の資金収益中心だった収益把握から、役務・外為部門まで対象を拡大

し、より的確な収益把握を実施しております。 

今後は、経費および信用コストも含めた純益ベースの展開について検討を進

めるとともに、引き続き分析能力の向上を図ってまいります。 

 

（ロ）ＡＬＭ 

経営として許容可能な限定されたリスク量のもとで、収益の極大化を図るた

めに、資産および負債を総合的に管理することを目的として、ＡＬＭ委員会を

設置しております。 

 

Ａ．ＡＬＭ委員会 

ＡＬＭ担当役員を委員長とし、経営企画部、市場金融部、営業統括部、審査

部、監査部、リスク統括部の部長を委員として、月 1 回の定例ＡＬＭ委員会を

中心に、必要に応じ随時開催しております。 

会議の内容としては、次に掲げる事項に関わる担当部からの重要な情報に対

し検討を加え、対策・施策を立案し、経営会議等に付議するとともに、毎月取

締役会に報告しております。 

（Ａ）経済・金融環境及び金利の予測 

（Ｂ）翌月以降の資金の運用・調達及び収益計画の検討 

（Ｃ）営業店収益管理における仕切りレート運用方針 

（Ｄ）金利・流動性リスクの現況と見通し、対応方針の検討 

（Ｅ）その他リスクテイクと収益に関する施策提言 等 

 

Ｂ．その他組織等 

ＡＬＭ委員会を活性化し、実務的に機能させるために、ＡＬＭ委員会の下部

組織として「資金会議」「金利シナリオ作業部会」を設置しております。これ

らの会議は、資金繰りの現状と向う 1 ヵ月程度の見通しの把握を行うことによ

り流動性リスク管理、総合的な当面の調達方針、資源配分、運用方向の立案等

を目的とし、定期的に開催しております。  
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３．責任ある経営体制の確立のための方策 

（１）金融機関の社会性・公共性を踏まえた経営理念 

イ．経営理念の制定 

    平成 3 年、当行は企業活動の価値観の拠り所として、また活動を展開する上で

の判断基準として、「企業理念」を制定しました。 

この企業理念は、「存在意義」、「経営姿勢」、「行動規範」の三本柱で構成

されております。 

（企業理念） 

【存在意義】   地域とともに 

  私たちは、地域とともに歩む銀行として、人々の幸せを求めて、豊かなふるさ 

とづくりに努めます。 

【経営姿勢】   お客さまのために 

    私たちは、積極的にお客さまのニーズに応え、創造性を発揮し、より質の高い

サービス提供に努めます。 

【行動規範】   「親切」の心で 

    私たちは、心のふれあいを大切にし、自己を磨き、親切ナンバーワンをめざし

ます。 

 

役職員全員がこの企業理念に基づき、千葉県を営業地盤とする地域金融機関と

しての社会性・公共性を明確にし、地域のお客さまのために歩む銀行として邁進

しており、今後とも、企業理念の徹底を図り､その実践に努めてまいります。 

 

ロ．コンプライアンス体制の構築・整備 

当行では、企業理念の実践と併せ企業倫理を確立するため、千葉興業銀行倫理

憲章を制定し、銀行の内外に公表するとともに、役職員全員の行動基準と位置づ

けております。 

 

（千葉興業銀行倫理憲章） 

  １．健全な経営と揺るぎない信頼の確立 

  ２．法令やルールの厳格な遵守 

  ３．地域の発展への貢献 

  ４．反社会的勢力との対決 

  ５．経営情報の公正な開示 

 

千葉興業銀行倫理憲章の趣旨を踏まえ､コンプライアンス委員会、リスク統括

部法務コンプライアンス担当を設置する等、企業理念の実践体制、法令違反等の

防止体制を整備しております。今後とも、専門分野に精通した顧問弁護士の活用、
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コンプライアンスチェックの強化等に努め、コンプライアンス管理体制をより強

固なものとしてまいります。 

 

ハ．取締役会等への報告体制 

経営理念の実践のためのコンプライアンスに関する方針・施策の策定は経営会

議で協議後､当行の 高意思決定機関である取締役会に付議する体制としており

ます。コンプライアンス施策の活動結果は、成果、課題等を分析し経営会議に報

告後、定期的に取締役会へ報告しております。 

 

（２）経営の意思決定プロセスと相互牽制体制 

イ．経営の意思決定プロセス 

当行では、取締役会を 高意思決定機関としております。また、業務執行の効

率化・強化を目的として、代表取締役である頭取を頭取・ＣＥＯ（ 高経営責任

者）、副頭取を副頭取・ＣＯＯ（ 高執行責任者）とする体制を整備しているほ

か、執行役員制度による迅速な経営判断の決定、業務執行責任の明確化を図って

おります。 

、   

  当行のコーポレート・ガバナンス体制  

 

株主総会   

                

監査法人      取締役会      監査役会・監査役  

 

頭取・ＣＥＯ 

 経営会議   （経営方針、経営計画等）  

執行に関する決定権限の委譲 

副頭取・ＣＯＯ  

経営執行委員会 （執行企画、支援、フォロー等） 

 

（イ）取締役会 

取締役会は、各種法令、当行定款、取締役会規程に基づき、原則として毎月

1 回開催しております。構成メンバーは、取締役、常勤監査役及び非常勤監査

役であり、経営方針等の決定を行うとともに、業務の執行状況の報告を受け、

その遂行状況の監督を行っております。 

 

（ロ）経営会議 

経営会議は、原則として毎月 1 回開催しており、経営方針、戦略施策、全体
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人事、重要な投資等の経営に係る重要事項を審議し決定しております。構成メ

ンバーは、頭取、副頭取、常務執行役員であります。 

 

（ハ）経営執行委員会 

経営執行委員会は、必要の都度（原則週１回）開催することとしており、委

員長（副頭取・ＣＯＯ）が、頭取・経営会議より委任された業務執行に関する

事項を審議することとしております。構成メンバーは、委員長（副頭取・ＣＯ

Ｏ）、副委員長（常務執行役員）と他の委員（執行役員及び本部の部室長）で

あります。 

 

（ニ）その他 

ＡＬＭ委員会（月 1 回）、部長会（月 1 回）等を開催し、必要に応じ意見具

申を行うとともに、常務役員と部・室長との情報および認識の共有化に努めて

おります。 

また、経営健全化計画の施策及び計数の進捗状況をチェックし、その諸目標

の確実な達成を図るため、「経営健全化計画推進委員会」及び「経営健全化計

画計数フォローアップ委員会」を毎月開催しております。 

 

ロ．相互牽制体制 

    相互牽制体制を確立するため、以下の通り内部監査機能の充実・強化を図って

おります。 

 

（イ）内部監査機能、本部・連結子会社の監査の強化 

   内部監査部署である監査部は従来より代表取締役直轄の部署とし、監査機能

の独立性を維持しており、今後一層の向上を図る方針であります。 

営業店業務監査は平成 17 年度に監査周期１年を実現しましたが、平成 19

年度からはリスク管理態勢の適切性、有効性の検証に重点を置いたリスクベー

スの監査へ監査方法を変更する等一層の充実を図っております。更に平成 16

年 11 月に設置した特別監査チームによる特別監査についても、不祥事故の早

期発見、未然防止に焦点を絞った動態中心の機動的監査を継続して実施してお

ります。 

本部・関連会社に対する業務監査についても平成 17 年度に監査周期１年を

実現しましたが、コンプライアンス、内部管理態勢他にポイントを絞った一層

有効な業務監査とし、各種管理態勢の向上に資する提言を実施してまいります。 

   

（ロ）業務監査で発見された問題点の改善に関する提言 

     毎月開催される「業務改善部会」で前月の営業店業務監査結果を本部関連部
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に報告すると共に、改善を要する事項を本部関連部へ提言し、回答を求めるフ

ォローアップ体制を敷き改善状況を検証することとしております。これにより、

「不備指摘型検査」から「提言重視型監査」への転換を図っております。 

 

 （ハ）自己査定・信用格付・償却・引当、及び与信の監査 

     自己査定・信用格付及び償却・引当の監査を定期的に実施し、個別の査定に

対する指摘の他、不芳店に対し改善フォローする等により、正確性・適切性の

向上に努めております。与信監査については、支店長専決案件と審査役決裁稟

議案件について毎月モニタリングを実施し、牽制機能を発揮しております。 

  

（ニ）監査役の機能強化 

     監査役は、毎月開催される取締役会に出席し、監査役の立場で各種の意見具

申を行っております。また常勤監査役は、経営会議、経営執行委員会、及び経

営健全化計画推進委員会等に出席し、施策の履行状況等を把握し、必要に応じ

意見具申を行っております。 

さらに営業店、及び本部各部の往査も実施しております。 

 

（ホ）外部監査機能の活用 

内部統制、リスク管理、正確な経営情報の把握と開示等のため、新日本監査

法人の監査を受けております。 

同監査法人による会計監査（法定監査と任意監査）とともに業務監査を受け

ております。会計監査には、当行の自己査定および償却・引当を含んでおりま

す。 

さらに、システムリスクに万全を期すため、２年に１度システムリスクに関

する外部監査(前回は平成 17 年度)を受けることとしております。 

 

（３）自主的・積極的なディスクロージャー  

経営情報の公正な開示による透明な経営は、株主・お取引先・投資家等の信頼

と支持をいただくための基本であると考えております。 

当行では、決算短信、ディスクロージャー誌、ミニディスクロージャー誌（決

算短信要約版）、インターネットのホームページ等により経営情報の速やかな開

示を行うとともに、開示内容の拡充に努めております。 

また、各半期決算後には、常務役員による証券会社向け決算説明会、お取引先・

株主対象のエリア別決算説明会を開催し、グラフや図表をスクリーン表示する等

ビジュアル的にも分りやすい方法で、より多くの地元のお取引先等に直接決算・

経営情報をお知らせし、地元での信認と経営の透明性を高めるべく努めておりま

す。さらに、今期から機関投資家向けラージミーティングの開催を予定しており
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ます。 

当行の企業活動について、広く地域のお客さまにご理解いただくため、新商

品・新サービスの取扱開始やキャンペーンの実施、またセミナーの開催等々につ

いて積極的なニュースリリースによりマスコミを通じた情報提供に努めてまい

ります。 

 

 

４．配当等により利益の流出が行われないための方策等 

（１） 基本的考え方 

当行は、業務再構築のための方策の確実な実行により、今後とも収益力の強化

と効率的な業務運営を図り、経営の健全化のための計画の収益目標を達成し、内

部留保の蓄積に努めてまいります。 

 

（２）配当、役員報酬・賞与についての考え方 

イ．配当 

普通株式への配当につきましては、平成 10 年 9 月中間期より平成 19 年 3 月期

まで 9 期連続の無配となりました。 

今後は早期復配に向けて、業績の向上、収益力の一層の強化に努めてまいりま

す。 

 

ロ．役員報酬、役員賞与 

役員報酬については、現在まで 高 50％の減俸を実施・継続しており、また、

役員賞与については、平成 8 年より支給しておりません。 

今後も収益、内部留保の蓄積状況等を勘案し、引き続き抑制を基本として適切

に対応してまいります。 

また、役員退職慰労金につきましても、抑制を基本として対応してまいりま

す。 
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５．資金の貸付けその他信用供与の円滑化のための方策 

（１）基本的な取組み姿勢  

当行は、企業理念のひとつとして「地域とともに」を掲げ、地域の中小企業・       

個人事業主及び個人のお客さまの資金ニ－ズに応え、円滑な資金供給に努めるこ

とが、地域金融機関としての 大の責務であると考えております。 

これらのお客さまへの安定した資金供給の体制を強化するとともに、新商品の

開発等サービス向上に努め、それに加えて顧客ニーズに対するソリューション提

供力を高め地域経済の発展に尽くしてまいります。 

 

（２） 具体的な方策 

    本部による営業店サポート機能の強化、新商品開発や既存商品の機能アップに

より、お客さまニーズへの対応力を強化するとともに、営業人員の増強を図り、

信用供与の円滑化に努めてまいります。 

 

イ．法人向け貸出 

  地域金融機関として地元企業との共存共栄を目指し安定した資金供給に努める

とともにソリューションの提供を通じて取引先の事業の発展にお役に立てるよう

取組んでおります。 

特に中小企業については、リレーションシップバンキングの精神に則り、円滑な

中小企業貸出の方策や経営相談・事業支援機能、更には経営改善・事業再生支援に

至るあらゆる角度からアプローチを行ってまいります。 

また、多様化するお取引先のニーズや経営課題に対するスピーディーかつ的確な

ソリューション提供を各営業店において定着化させるため、平成 19 年 5 月にナレ

ッジセンター内に新設したリレーション強化チームにより営業店サポート体制を

従来以上に強化してまいります。 

 

ロ.個人向け貸出 

  住宅ローンを中心とする個人向け貸出については、お客さまのニーズに合わせた

高付加価値・差別化商品の開発に努め、積極的に増強してまいります。また、ロー

ンプラザやコールセンターといったチャネルを 大限に活用し、休日営業やインタ

ーネットによる受付等利便性の向上に努めております。 

推進面では、地元住販会社及び大手マンションデベロッパー向けの営業活動を強

化し、個人の住宅取得ニーズ等に応えていくほか、各営業店での住宅ローン休日相

談会の開催により、幅広いニーズにきめ細かく対応してまいります。また、個人富

裕者層に対するアプローチを強化し、資産活用によるアパートローンの推進にも注

力してまいります。 
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（３）組織・体制の見直し 

19 年 4 月より支店業務部組織の見直しにより、本部・営業店が一体となって

営業推進を行うエリア営業体制を強化しております。 

個人ローンについては、お客さまニーズに機動的にお応えするために平成 19

年 4 月に商品企画ラインと事務企画ラインを統合いたしました。 

また、お客さま接点の増強を図るべく、法人向け・個人向けともに営業人員の

増強を図ってまいります。 

 

（４）地域経済の発展を支援する商品の提供 

17 年 4 月から 19 年 3 月まで「地域密着型金融推進計画」を策定し、地域経済

の活性化・発展を支援していく具体的施策を実施してまいりました。今後も地域

金融機関として、地域のお客さまの資金ニーズに積極的にお応えし円滑な資金供

給体制を整備・強化するとともに、新商品の開発等サービスの向上に努めてまい

ります。 

 

イ.政府系金融機関等との提携による商品・サービスの拡充 

日本政策投資銀行をはじめ福祉医療機構、農林漁業金融公庫、商工組合中央

金庫等との提携を通して、地域の法人先の資金ニーズをはじめとした幅広いニー

ズに応える体制を拡充してまいります。 

 

ロ.新商品開発の強化 

中小企業向けとしては、比較的少額な案件でも取組み可能な『顧客債権流動化

プログラム』サービスや、国･県等の公的機関の補助金承認を得た企業向けに補

助金のつなぎ融資制度『産業クラスター計画サポートローン』等独自の商品開発

にも積極的に取組んでおります。 

個人向けとしては、平成 19 年 1 月に住宅金融支援機構との提携住宅ローン商

品「フラット３５プラス（保証型）」の取り扱いを全国の金融機関に先駆けて開

始し、お客さまの長期固定金利借入ニーズへの対応力を強化しておりますが、今

後も多様なお客さまニーズを踏まえた新商品の開発と既存商品の機能アップに

継続的に取組んでまいります。 
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６．株式等の発行等に係る株式等及び借入金につき利益をもってする消却、払戻 

    し、償還又は返済に対応することができる財源を確保するための方策 

（１）消却、払戻し、償還又は返済についての考え方 

  イ．基本的な考え方 

公的資金については、消却、償還等のための財源を確保するように、内部留保

の蓄積に努めてまいります。 

 

ロ．公的資金以外の資本調達分に対する考え方 

平成 11 年 9 月の第三者割当増資に際し、富士銀行（現みずほフィナンシャルグ

ル－プ）に対して発行額 50 億円（転換型優先株式、発行株式数 125 万株）、また、

平成 12 年 8 月に富士銀行（現みずほフィナンシャルグル－プ）に対して発行額

200 億円（社債型優先株式、発行株式数 500 万株）を発行いたしました。 

これらの優先株式につきましては、現時点では具体的な消却計画はございませ

ん。 

 

ハ．公的資金に対する考え方 

優先株式によりお引受いただいた 600 億 25 百万円の消却・償還については、

経営健全化計画の確実な実行により利益の積上げを図り、その原資となる内部留

保の蓄積に努めるとともに、極力早期の返済も検討してまいります。 

 

（２）剰余金の推移 

    剰余金の推移見込み（各期末利益処分前ベ－ス） 

                                                 （単位：億円） 

年 度 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 

剰余金 226 305 385 466 548 

年 度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度   

剰余金 629 706 784   

 

25 



７．財務内容の健全性及び業務の健全かつ適切な運営の確保のための方策 

（１）各種リスク管理の状況  

当行はリスク管理を経営の重要課題として位置づけ、銀行業務に内在するリス

クの所在・規模・性質に応じた適切なリスク管理体制を構築のうえ、リスクを正

確に把握し、適切に管理することにより経営の健全性の維持・向上に努め、経営

基盤をより強固なものとすることをリスク管理の基本方針として、体制の整備に

努めております。 

具体的には、主要なリスクについて、管理規程、所管部署を定め管理する体制

とするとともに、各所管部署が管理しているリスクを統合的に管理する部署とし

てリスク統括部を設置する他、横断的な組織としてリスク管理委員会を設置して

おります。 

各種リスク管理の状況については、図表 12 でまとめておりますが、主な実施

内容は次の通りです。 

 

イ.信用リスク管理 

（イ）お取引先の実態把握に基づく債務者格付や自己査定を定期的に実施するとと

もに、融資に強い人材の育成、与信判断力のレベルアップを目的とした審査トレ

ーニー、集合研修、臨店指導等を行っております。一方、お取引先への「経営改

善支援」にも継続的に取組んでおります。 

 

（ロ）大口与信管理として、半期毎に「大口与信モニタリング制度」により大口与

信先の状況等を経営へ報告する態勢とするとともに、新たに「信用貸出（未保全）

限度額ガイドライン」を制定し、与信集中の防止に取組んでおります。 

 

（ハ）19 年 4 月より融資統合管理システムが稼動し、格付・自己査定業務のシステ

ム化が実現しております。その定着化につきまして、今後もフォローしてまいり

ます。 

 

ロ．市場関連リスク管理 

（イ）市場関連リスク管理体制は、市場部門（市場金融部）、事務管理部門（市場

業務室）、リスク管理部門（リスク統括部）を組織的に分離するとともに、相互

牽制に必要な各種管理規程を制定し、リスク管理部門において規程の遵守状況を

モニタリングしております。 

 

（ロ）市場リスクは、金利ギャップ、ＢＰＶ、ＶＡＲ等によりリスク量を計測し、

有価証券等の市場取引については、ポジション限度、リスクリミット等の限度額

を設定し管理しております。一方、銀行全体の金利リスクはＡＬＭ管理としＡＬ
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Ｍ委員会において計測されたリスク量、市場動向等の報告に基づき必要な対応策

を検討しております。引き続き、リスク量の精緻化や多面的分析等、管理の強化・

高度化に努めてまいります。 

 

ハ．流動性リスク管理 

（イ）ＡＬＭ委員会等において、経営環境、資金繰り状況、予測流動性確保状況等

を勘案し必要な対応策等を検討しております。また、資金流出等を想定した資

金繰りリスクシナリオ・シミュレーション分析を定期的に実施しております。 

 

（ロ）日常の資金繰りはローンポジションの堅持を基本方針として運営しておりま

す。また、市場性ある有価証券の保有等、流動性の確保に努めております。引

き続きローンポジションの堅持に努めてまいります。 

 

ニ．オペレーショナルリスク管理 

（イ）事務リスク管理 

事務規程、管理ツールを整備するとともに、臨店事務指導や各種研修等によ

り行員の事務水準及びモラルの向上に努めております。また、人為的なミス、

不正を排除し、且つ能率的に事務を処理するために、事務プロセスの改善、機

械化、集中化に取組んでおります。引き続き、基本事務の徹底に向け、営業店

臨店指導体制の強化、研修カリキュラムの拡充、支店長を中心とした内部牽制

機能の強化に努めてまいります。 

（ロ）システムリスク管理 

管理に必要な諸規程を制定し、システムリスク統括部門において個別システム

のリスク状況を定期的に特定・評価・モニタリングする他、管理状況改善に向けた

支援・指導を実施しております。なお、基幹系システムは、ＮＴＴデータ地銀共

同センターに外部委託し、災害時等におけるバックアップセンターを確保して

おります。引き続き管理の強化に努めてまいります。 

 

（２）資産運用に係る決裁権限の状況  

  イ．貸出運用について 

  （イ）貸出運用の基本方針 

当行では、融資業務を行うための指針として「与信業務の規範」を定めてお

り、基本原則である安全性、収益性、成長性、流動性、公共性に沿った運用を

基本方針としております。さらに融資業務に係る取扱いについては「事務取扱

要綱」（融資総則編）に明記し、融資業務の遂行にあたっております。 

また、大口与信先の管理については、大口信用供与規制とは別に、「大口与

信先モニタリング制度」により定期的に大口与信先の与信状況を経営に報告す
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るとともに、シンジケートローンや地公体向け貸出に対する与信上限目処値の

設定・大口与信先に対する「信用貸出（未保全）限度額ガイドライン」の制定

等により与信集中の防止に取組んでおります。 

 

（ロ）貸出案件の決裁権限 

 Ａ．本部の決裁権限 

 貸出については、「本部決裁権限規程」において決裁権限を定めており、

その規程に基づき、審査担当部署において案件の審査・決裁を行っておりま

す。なお、本部決裁権限については、個社別の信用リスク及び案件の重要度

合いに応じ、与信検討会による頭取決裁のほか、決裁者毎（担当役員、所管

部長、審査役）の権限を定めております。 

 

Ｂ．営業店長の決裁権限 

営業店長の決裁権限は、「店長貸出専決権限」に基づき運用しており、信用

リスクを勘案して営業店ランクに応じて決裁権限を定めております。 

 

ロ．有価証券運用について 

有価証券運用につきましては、市場金融部において経営計画に基づき期毎の運

用方針・計画を策定し、経営会議において決定しております。また、毎月のＡＬ

Ｍ委員会において、運用実績・金利見通し等を報告し、資金繰り状況等も勘案し

たうえで運用のフォロ－アップを行い、運用方針に変更が必要となった場合は、

その決定をしております。 

 

（３）資産内容 

  イ．金融再生法開示債権の状況 

金融再生法開示債権の状況は、図表 13 のとおりです。 

［金融再生法開示債権と保全状況の実績推移等］                (単位：億円・％) 

区分 17 年 3 月末実績 18 年 3 月末実績 19 年 3 月末実績 19/3－18/3 

破綻更生債権及びこれらに準ずる債権（Ａ） 184 148 138 ▲9

危険債権（Ｂ） 368 272 300 27

要管理債権（Ｃ） 262 255 173 ▲81

合計（Ｄ）＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ 815 676 613 ▲63

比率＝（Ｄ）÷総貸出 5.85％ 4.81％ 4.24％ ▲0.57％

（Ｅ）担保・保証等 459 391 340 ▲51

（Ｆ）貸倒引当金 126 102 120 18

カバー率(（Ｅ）+（Ｆ）)÷（Ｄ） 71.79％ 72.99％ 75.17％ 2.18％
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    ロ．リスク管理債権の状況 

銀行法 21 条に基づくリスク管理債権の状況は、図表 14 のとおりです。 

［リスク管理債権額と保全状況の実績推移等］                  (単位：億円・％) 

区分 17 年 3 月末実績 18 年 3 月末実績 19／：年 3 月末実

績 

19/3－18/3 

破綻先債権（Ａ） 20 13 8 ▲5

延滞債権（Ｂ） 518 393 415 22

3 ヵ月以上延滞債権（Ｃ） 4 5 2 ▲3

貸出条件緩和債権（Ｄ） 257 249 171 ▲78

合計（Ｅ）＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ 800 662 597 ▲64

比率＝（Ｅ）÷総貸出 5.96％ 4.89％ 4.29％ ▲0.60％

（Ｆ）担保・保証等 456 389 338 ▲51

（Ｇ）貸倒引当金 115 91 106 15

カバー率(（Ｆ）+（Ｇ）)÷（Ｅ） 71.33％ 72.51％ 74.42％ 1.91％

     

（４）償却・引当方針 

  イ．公的資金による株式等の引受等を踏まえた自主的・積極的な償却・引当方針 

当行の保有する資産について個別に自己査定を行い、その結果として予想される

損失額を金融機能早期健全化緊急措置法第 3 条第 2 項第 2 号の規定により、金融

庁より示された｢金融検査マニュアル｣、「日本公認会計士協会の実務指針」、及

び監査法人との協議等に従って、信用リスクに応じた十分な水準で償却・引当を

行うことにより、資産の健全性を保持することとしております。 

 

ロ．不良債権の売却等による処理、回収の方針 

実質破綻先及び破綻先債権の回収、 終処理を図るため、平成 10 年 9 月期よ

りアサインメント（指名債権譲渡）方式で債権売却を行っております。 

今後も、不良債権のオフバランス化の一手法としてバルクセールの活用を図っ

てまいります。 

 

ハ．債権放棄についての考え方 

債権放棄について当行は、地域金融機関として、経済合理性だけでなく、以下

の諸点から慎重に妥当性を検討し、モラルハザ－ド等を回避し限定的に行うべき

ものと考えております。 

（イ） 当行の残存債権の回収がより確実になり、損失が 小限度に抑えられる経      

済的合理性があること。 

（ロ）債権放棄による財務状況の改善により、当該企業の再建が見込まれ、かつ破 
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     綻による社会的な損失を回避できること。 

（ハ）利害の対立する支援者間の合意による合理的な再建計画に基づくこと。 

（ニ）当該企業の経営責任が明確にされ、債権放棄が社会通念上合理的と判断され 

     ること。 

 

（５）評価損益の状況と今後の処理方針 

有価証券等の評価損益状況は図表 18 のとおりです。 

平成 19 年 3 月末のその他有価証券評価損益はネット 131 億円の評価益、満期

保有目的債券評価損益はネット 1 億円の評価益となっております。引き続き、金

利上昇リスクを意識した運用を行ってまいります。 

 

（６）金融派生商品等取引動向  

金融派生商品取引は、各種リスクのヘッジ取引及びお客さまのニーズに対応し

た一般的に確立された金融派生商品取引とそのヘッジ取引を行っております。 

なお、お客さまとの取引は原則フルヘッジし、ポジションを取らないことを基

本方針としております。  

 

    金融派生商品等取引動向（平成 19 年 3 月末）         （単位：百万円） 

 契約金額・想定元本 信用リスク相当額

（与信相当額） 

金利スワップ（ヘ ッ ジ 目 的） 0 0

金利スワップ（対  顧  取  引） 47,668 797

金利スワップ（対顧ヘッジ取引） 47,668 427

金利キャップ（対 顧 取 引） 1,379 0

金利キャップ（対顧ヘッジ取引） 1,379 25

通貨スワップ（対  顧  取  引） 55,050 2,757

通貨スワップ（対顧ヘッジ取引） 51,474 3,082

先   物   外   国   為   替 9,993 154

合                   計 214,616 7,246

      注．通貨スワップ（異種通貨間の金利スワップ）の想定元本は金利支払サイドの

通貨による想定元本金額としております。 
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８．地域経済における位置づけ    

当行は、企業理念として、「地域とともに」「お客さまのために」「『親切』の

心で」を掲げ、千葉県を営業基盤とした金融機関として、地元の地域経済に密着す

る経営を基本姿勢としており、お客さまや地域社会から信頼される銀行を目指すと

共に地域共生に向け積極的に取組んでまいります。 

 

（１） 地域の金融市場における融資比率等     

平成 19 年 3 月末の千葉県内における貸出金のシェアは 11.9%に微増、預金の

シェアは 8.9％に微減しておりますが、地域金融機関として十分地域経済に貢献

し、重要な役割を果たすべきシェアを確保しているものと考えております。   

イ.千葉県内における貸出金、預金残高およびシェア    

      （単位：億円、％） 

平成 17 年 3 月末 平成 18 年 3 月末 平成 19 年 3 月末 

残高 シェア 残高 シェア 残高 シェア

当行 13,341 11.9 13,430 11.7 13,782 11.9

地元地銀 47,313 42.3 49,344 43.0 51,017 43.9

地元第二地銀 18,326 16.3 18,603 16.2 18,765 16.2

都市銀行等 32,850 29.4 33,373 29.1 32,599 28.1

貸

出 

金 

 
合計 111,830 100.0 114,750 100.0 116,164 100.0

当行 18,193 9.1 18,443 9.0 18,647 8.9

地元地銀 72,544 36.3 75,681 37.0 79,121 37.7

地元第二地銀 26,137 13.1 26,529 13.0 27,162 13.0

都市銀行等 82,589 41.4 83,904 41.0 84,710 40.4

預 

 

金 

合計 199,464 100.0 204,558 100.0 209,640 100.0

（注）都市銀行等：都市銀行、信託銀行の県内店計及び県外地銀 

・第二地銀の県内店計 

ロ.県内ネットワーク 

千葉県内における店舗については、県内シェアの 11.3％を占めております。

一方、ＡＴＭネットワークはみずほ銀行と県内の 2 信用金庫とのＡＴＭ相互開

放を行い（時間内手数料は無料）、県内ＡＴＭ網の拡充に努めてまいりました。

また、全国の郵便貯金ＡＴＭに加え、平成 17 年 1 月には全国のセブン銀行ＡＴ

Ｍで入出金、残高照会が可能となりました。今後もお客さまの利便性向上を目

指し取組んでまいります。 
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千葉県内における店舗状況（平成 19 年 3 月末）                （単位：店、％） 

業態別 店舗数 シェア 

当 行 70 11.3 

地 元 地 銀 137 22.2 

地 元 第 二 地 銀 109 17.6 

都 市 銀 行 等 101 16.4 

信 用 金 庫 等 201 32.5 

合 計 618 100.0 

       （注）県内銀行預金貸出金調（19 年 3 月末現在）「社団法人 千葉県銀行協会」 

 

ハ．県内法人取引 

当行は、千葉県内における企業総数（帝国データバンク登録企業）の 33.6％

の取引率を確保し、法人のお客さまの資金調達運用ニーズに十分お応えしており

ます。また、千葉県信用保証協会の取扱については、保証債務の残高およびシェ

アが低下の傾向にありますが、中小企業や個人事業主のお取引先を中心に積極的

に取組み、これまで以上に地域の期待にお応えしてまいります。 

 

（イ）千葉県内における法人取引先状況（平成 19 年 3 月末）         （単位：先） 

当行取引先数 県内会社企業総数 取引率 

13,744 40,925 33.6％

（注）帝国データバンク（ＣＯＳＭＯＳⅡ）登録企業数 

 

（ロ）千葉県信用保証協会の取扱状況（平成 19 年 3 月末）       （単位：億円） 

 17 年 3 月末 18 年 3 月末 19 年 3 月末 

当行保証債務残高（Ａ） 1,078 1,011 972

県内保証債務残高（Ｂ） 8,506 8,200 8,204

シェア（Ａ/Ｂ） 12.6％ 12.3％ 11.8％

（注）千葉県信用保証協会「保証概況」より 

 

ニ．県内個人取引 

当行は、千葉県人口の 28.6％に当たる約 174 万件の取引先を有し、さらに県

全体の29.1％に当たる約69万世帯のお取引をいただいております。このような、

個人および世帯取引口座は給与・年金振込や公共料金自動振替、学校費等の決済

口座として日常的に県民の皆さまにお役立ていただいております。     
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（イ）千葉県内における個人・世帯取引先状況（平成 19 年 3 月末） 

（単位：先、世帯、％） 

 人口・個人取引先数 世 帯 ・ 世 帯 取 引 先 数

当 行 取 引 先 数 1,740,563 693,337

千葉県人口・世帯数 6,084,149 2,378,969

取 引 率 28.6 29.1

（注）千葉県人口・世帯数：「千葉県毎月常住人口調査月報」（千葉県企画部） 

   

（２）地域経済への貢献 

イ．千葉県の姿と産業の現状 

千葉県は、総面積 51.6 万 ha の県土に、約 600 万人が居住し（人口全国 6 位、

平成 17 年 10 月 1 日国勢調査）、若く（平均年齢 42.4 歳、全国 6 位・同）、成

長性に富んだ（人口増加率 2.2％、全国 6 位・同）県であります。 

平成 16 年度県民経済計算により県内総生産の産業別構成比（12 部門）をみる

と、サービス業が 20.3％で も大きく、次いで製造業 19.5％、不動産業 16.2％、

卸売・小売業 9.9％などとなっております。産業においては、農業（農業産出額

全国 2 位、平成 16 年生産農業所得統計）、水産業（海面漁業漁獲高全国 4 位、

平成 16 年海面漁業生産統計調査）、工業（製造品出荷額等全国 7 位、平成 16

年工業統計表）、商業（年間商品販売額全国 10 位、平成 16 年商業統計調査）の

それぞれが全国有数の地位を占める、バランスのとれた産業県として発展してお

ります。 

 

ロ．千葉県の中小企業 

本県の中小企業数は 135,796 社で、全企業数に占める割合は 99.8％となって

おります（平成 16 年事業所・企業統計調査速報をもとに千葉県で再編加工）。 

このように、千葉県産業の中で大きな比重を占める中小企業は、雇用、地域経

済を支える存在として重要であり、千葉県では「東葛テクノプラザ」等を開設し、

新産業創出・新規創業など中小企業振興に積極的に取組んでおります。 

また、県内の産業団体、労働団体、大学、NPO、行政など県内経済活性化の様々

な団体が結集して、千葉県経済活性化推進会議を設置し、千葉県の持つ優れた地

域特性を 大限度活かしながら、産学官民の連携・協力により千葉県の総合力を

高め県内経済の活性化に取組んでおります。 

 

ハ．地域貢献施策の展開 

当行は、千葉県における中小企業や個人のお客さまの資金需要に対して、安全

性・公共性・収益性等を十分検討し積極的に応えていくことが地域経済の発展に
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貢献する責任と考えております。 

 

（イ）県内中小企業及び個人への資金供給 

当行は、平成 19 年 3 月末の貸出金残高 1 兆 3,924 億円の内、99.0％にあた

る 1 兆 3,782 億円を県内店舗で貸し出しております。また、県内の中小企業等

に対する貸出金残高は、1 兆 1,668 億円となっており、総貸出に対する比率は

84.7％に達し、地元経済に不可欠な存在となっております。 

 

（ロ）地域経済への貢献 

Ａ．地域経済活性化の支援 

（Ａ）「千葉元気印企業大賞」 

県内の優良中小企業育成のため、平成 7 年度以来毎年、フジサンケイビジ

ネスアイと共催で、優れた技術を持つ中小企業やユニークなアイデアを持つ

ベンチャー企業等の表彰を行っております。千葉県・千葉大学・県経済界の

諸団体等の後援をいただき、産官学協動で千葉県内の産業活性化に向けた地

盤作りを通じ、地元企業の育成を支援しております。 

（Ｂ）「千葉元気印の会」の活動 

「千葉元気印企業大賞」は 12 回を重ね、応募企業も 475 社を超えました。

これらの企業経営者を中心に平成 12 年 7 月「千葉元気印の会」が全国に先

駆けて発足し、経営者のビジネス交流促進と相互研鑚の場となっております

が、当行としても地元の中小企業・ベンチャー企業のお役に立つよう、会の

活動を通じ、積極的に支援しております。 

（Ｃ）各種の情報交換サ－ビス 

当行は、お客さまの経営に役立つ情報提供とお客さま同士の異業種交流等

を目的として、お取引先の会である「興友会」を全県で組織し、現在約 2,500

社のご参加をいただいております。 

（Ｄ）各種相談会・セミナーの拡充 

地元住民・経済にお役に立てるよう、年金相談、法律相談、税務相談会を

定期的に無料で開催しております。また、平成 16 年度には地元「ＮＰＯ法

人Ｖｉｒｔ（バート）21」の協力を得て東金に「ＩＴ化推進相談」無料窓口

を設置し、ＩＴを活用した経営改善、情報化への支援等を一層強化しており

ます。 

セミナーに関しては、地元経営者の方々を対象に「営業力強化セミナー」、

「メディカルマネジメントセミナー」や新入社員向け「マナーセミナー」の

開催を定期的に行っております。 

  （Ｅ）ちば興銀「経営塾」 

次世代の経営者育成を目的として、平成 16 年度上期に組成したちば興銀
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「経営塾」も平成 18 年度下期から第二期生を迎え、平成 19 年 3 月迄、5 回

に渡り中長期経営計画策定講座を開催いたしました。今後は、企業見学会や

財務、法律、人事等のビジネスセミナーを行う予定です。各塾生同士の交流

を通じて、ビジネスに発展した事例も出てきており、引続き地域のニーズに

合わせた企画・運営を行ってまいります。 

 

Ｂ．地域の福祉・文化活動等の支援 

   当行は、ゴミゼロ運動への積極的な参加等による地域環境の保護、「ちば興

銀杯親善ゲートボール大会」の開催、≪千葉県に関する知識・情報をお客さま

と共有する≫を基本コンセプトに企画・開催している「コスモスセミナー」や

「コスモスコンサート」「美しい房総写真展」等の文化振興活動に積極的に取

組むほか、千葉県における「小さな親切」運動の千葉県本部事務局を務めるな

ど、公共事業やスポーツ活動、福祉活動等、幅広い地域貢献活動を実施・支援

しております。 

このように、当行は「将来性豊かな千葉県」に密着した営業活動、企業育成、

各種の金融・情報サービスの提供、地域の福祉・文化活動の支援を積極的に行

ってまいりました。 

これからも地元金融機関として安定的な信用供与、サービスの提供を通して、

地域経済の発展・県民の豊かな生活の実現のため、あらゆる方面から貢献して

まいります。 

以   上 
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(図表１－１)収益動向及び計画

19/3月期 20/3月期 21/3月期 22/3月期 23/3月期

実績 計画 計画 計画 計画

(規模)<資産、負債は平残、純資産は末残> (億円)

総資産 20,197 20,355 20,747 21,069 21,327 

貸出金 13,383 13,767 14,177 14,480 14,712 

有価証券 4,635 4,688 4,658 4,636 4,637 

特定取引資産 － － － － －

繰延税金資産<末残> 225 213 191 160 141 

総負債 19,068 19,150 19,459 19,697 19,870 

預金・ＮＣＤ 18,323 18,578 18,965 19,209 19,395 

債券 － － － －

特定取引負債 － － － － －

繰延税金負債<末残> － － － － －

再評価に係る繰延税金負債<末残> － － － － －

純資産 1,234 1,316 1,399 1,483 1,567 

資本金 579 579 579 579 579 

資本準備金 327 327 327 327 327 

その他資本剰余金 － － － － －

利益準備金 15 18 21 24 27 

剰余金　（注） 226 305 385 466 548 

自己株式 ▲ 0 ▲ 0 ▲ 0 ▲ 0 ▲ 0 

その他有価証券評価差額金 85 85 85 85 85 

繰延ヘッジ損益 0 0 0 0 0 

土地再評価差額金 － － － － －

新株予約権 － － － － －

(収益) (億円)

業務粗利益 386 393 410 421 430 

資金運用収益 361 381 396 409 418 

資金調達費用 26 53 57 58 58 

役務取引等利益 52 56 60 60 60 

特定取引利益 － － － － －

その他業務利益 ▲ 1 10 10 10 10 

国債等債券関係損(▲)益 ▲ 5 － － － －

業務純益（一般貸倒引当金繰入前） 147 153 161 172 180 

業務純益　　　　　　　　　　　　　　　　 166 150 158 170 179 

一般貸倒引当金繰入額 ▲ 19 2 2 1 1 

経費 239 240 249 249 250 

人件費 98 99 102 102 103 

物件費 127 127 132 132 132 

不良債権処理損失額 81 45 39 40 40 

株式等関係損(▲)益 ▲ 0 － － － －

株式等償却 2 － － － －

経常利益 84 103 116 127 136 

特別利益 24 6 4 3 2 

特別損失 2 0 1 1 1 

法人税、住民税及び事業税 0 0 0 0 18 

法人税等調整額 14 12 21 31 19 

税引後当期利益 91 96 97 98 99 

－

（配当） （億円、円、％）

分配可能額 188 254 321 388 456 

配当金総額（中間配当を含む） 14 14 14 14 14 

普通株配当金 － － － － －

優先株配当金＜公的資金分＞ 7 7 7 7 7 

優先株配当金＜民間調達分＞ 6 6 6 6 6 

１株当たり配当金(普通株) 0.00 － － － －

配当率（優先株＜公的資金分＞） 1.29 1.29 1.29 1.29 1.29 

配当率（優先株＜民間調達分＞） 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 

配当性向 15.46 14.77 14.62 14.46 14.32 

（注）利益剰余金のうち、利益準備金以外のもの。
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19/3月期 20/3月期 21/3月期 22/3月期 23/3月期

実績 計画 計画 計画 計画

(経営指標) （％）

資金運用利回(A) 1.91 1.98 2.02 2.04 2.06 

貸出金利回(B) 2.08 2.24 2.29 2.32 2.33 

有価証券利回 1.59 1.36 1.37 1.40 1.43 

資金調達原価(C) 1.43 1.57 1.60 1.59 1.59 

預金利回(含むNCD)(D) 0.11 0.26 0.28 0.29 0.29 

経費率(E) 1.30 1.29 1.31 1.29 1.29 

人件費率 0.54 0.53 0.54 0.53 0.53 

物件費率 0.69 0.68 0.69 0.68 0.68 

総資金利鞘(A)-(C) 0.48 0.41 0.41 0.45 0.47 

預貸金利鞘(B)-(D)-(E) 0.67 0.68 0.69 0.72 0.74 

非金利収入比率 13.22 16.91 17.22 16.80 16.56 

ＯＨＲ（経費/業務粗利益） 61.87 61.02 60.70 59.14 58.15 

ＲＯＥ （注1） 13.04 12.72 12.50 12.54 12.36 

ＲＯＡ （注2） 0.74 0.76 0.78 0.83 0.85 

（注1）一般貸引前業務純益/（純資産－新株予約権）<平残>

（注2）一般貸引前業務純益/（総資産－支払承諾見返）<平残>
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(図表１－２)収益動向（連結ベース）

18/3月期 19/3月期 20/3月期
実績 実績 見込み

(規模)<末残> (億円)
総資産 21,091 21,169 21,330 
貸出金 13,498 13,884 14,157 
有価証券 4,643 4,559 4,767 
特定取引資産 - - -
繰延税金資産 253 225 212 
総負債 19,948 19,907 19,982 
預金・ＮＣＤ 18,643 18,865 19,011 
債券 - - -
特定取引負債 - - -
繰延税金負債 0 0 0 
再評価に係る繰延税金負債 - - -
少数株主持分 8 - -
純資産 1,133 1,261 1,348 
資本金 579 579 579 
資本剰余金 327 327 327 
利益剰余金 178 259 344 
自己株式 ▲0 ▲ 0 ▲ 0 
その他有価証券評価差額金 48 85 85 
繰延ヘッジ損益 - 0 0 
土地再評価差額金 - - -
為替換算調整勘定 - - -
新株予約権 - - -
少数株主持分 - 9 11 

(収益) (億円)
経常収益 526 546 567 
資金運用収益 346 362 380 
役務取引等収益 88 95 101 
特定取引収益 - - -
その他業務収益 9 5 10 
その他経常収益 81 82 75 
経常費用 453 456 459 
資金調達費用 15 28 54 
役務取引等費用 22 24 26 
特定取引費用 - - -
その他業務費用 11 6 0 
営業経費 251 245 245 
その他経常費用 153 151 132 
貸出金償却 61 41 29 
貸倒引当金繰入額 35 30 30 
一般貸倒引当金純繰入額 8 ▲ 19 2 
個別貸倒引当金純繰入額 26 50 27 
経常利益 72 89 108 
特別利益 31 25 6 
特別損失 1 2 1 
税金等調整前当期純利益 102 112 113 
法人税、住民税及び事業税 1 1 1 
法人税等調整額 13 14 12 
少数株主利益 1 1 1 
当期純利益 85 94 98 
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(図表２)自己資本比率の推移  …  採用している基準(国内基準)

(単体)　 (億円)

19/3月期 20/3月期 21/3月期 22/3月期 23/3月期

実績 計画 計画 計画 計画

資本金 579 579 579 579 579 

うち非累積的永久優先株 325 325 325 325 325 

資本準備金 327 327 327 327 327 

その他資本剰余金 － － － － －

利益準備金 15 18 21 24 27 

その他利益剰余金 226 305 385 466 548 

その他 － － － － －

うち優先出資証券 － － － － －

その他有価証券の評価差損 － － － － －

自己株式 ▲ 0 ▲ 0 ▲ 0 ▲ 0 ▲

社外流出予定額 ▲ 14 ▲ 14 ▲ 14 ▲ 14 ▲ 14 

営業権相当額 － － － － －

証券化取引に伴い増加した自己資本相当額 ▲ 19 ▲ 16 ▲ 14 ▲ 12 ▲ 9 

TierⅠ計 1,115 1,199 1,284 1,371 1,458 

(うち税効果相当額) (271) (259) (237) (206) (187)

有価証券含み益 － － － － －

土地再評価益 － － － － －

一般貸倒引当金 50 53 56 57 59 

永久劣後債務 － － － － －

その他 － － － － －

Upper TierⅡ計 50 53 56 57 59 

期限付劣後債務・優先株 44 20 10 0 0 

その他 － － － － －

Lower TierⅡ計 44 20 10 0 0 

TierⅡ計 95 73 66 57 59 

(うち自己資本への算入額) (95) (73) (66) (57) (59)

TierⅢ － － － － －

控除項目 － － － － －

自己資本合計 1,211 1,273 1,351 1,429 1,517 

(億円)

リスクアセット 12,908 13,263 13,587 13,765 13,883 

オンバランス項目 11,662 12,043 12,371 12,552 12,666 

オフバランス項目 503 483 463 443 423 

その他(注) 742 736 751 770 793 

（％）

自己資本比率 9.38 9.60 9.94 10.38 10.92 

TierⅠ比率 8.64 9.04 9.45 9.96 10.50 

(注)マーケット・リスク相当額を８％で除して得た額＋オペレーショナル・リスク相当額を８％で除して得た額。

 0 
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(連結)　 (億円)

19/3月期 20/3月期 21/3月期 22/3月期 23/3月期

実績 計画 計画 計画 計画

資本金 579 579 579 579 579 

うち非累積的永久優先株 325 325 325 325 325 

資本剰余金 327 327 327 327 327 

利益剰余金 259 343 427 512 597 

連結子会社等の少数株主持分 6 8 9 10 11 

うち優先出資証券 - - - -

自己株式 ▲ 0 ▲ 0 ▲ 0 ▲ 0 ▲

社外流出予定額 ▲ 14 ▲ 14 ▲ 14 ▲ 14 ▲ 14 

その他有価証券の評価差損 - - - -

為替換算調整勘定 - - - -

営業権相当額 - - - -

のれん相当額 - - - -

証券化取引に伴い増加した自己資本相当額 ▲ 19 ▲ 16 ▲ 14 ▲ 12 ▲ 9 

その他 - - - -

TierⅠ計 1,140 1,227 1,314 1,402 1,492 

(うち税効果相当額) (272) (260) (238) (207) (188)

有価証券含み益 - - - -

土地再評価益 - - - -

一般貸倒引当金 53 56 58 60 61 

永久劣後債務 - - - -

その他 - - - -

Upper TierⅡ計 53 56 58 60 61 

期限付劣後債務・優先株 44 20 10 0 0 

その他 - - - -

Lower TierⅡ計 44 20 10 0 0 

TierⅡ計 98 76 68 60 61 

(うち自己資本への算入額) (98) (76) (68) (60) (61)

TierⅢ - - - -

控除項目 - - - -

自己資本合計 1,238 1,303 1,383 1,463 1,553 

(億円)

リスクアセット 13,078 13,433 13,757 13,936 14,053 

オンバランス項目 11,798 12,179 12,508 12,688 12,802 

オフバランス項目 503 483 463 443 423 

その他(注) 776 770 785 804 827 

（％）

自己資本比率 9.46 9.70 10.05 10.50 11.05 

TierⅠ比率 8.71 9.13 9.55 10.06 10.61 

(注)マーケット・リスク相当額を８％で除して得た額＋オペレーショナル・リスク相当額を８％で除して得た額。

-

 0 

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-
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(図表６)リストラの推移及び計画

19/3月末 20/3月末 21/3月末 22/3月末 23/3月末

実績 計画 計画 計画 計画

(役職員数)

役員数 (人) 8 8 8 8 8 

うち取締役（（ ）内は非常勤） (人) 4(0) 4(0) 4(0) 4(0) 4(0)

うち監査役（（ ）内は非常勤） (人) 4(2) 4(2) 4(2) 4(2) 4(2)

従業員数(注) (人) 1,272 1,295 1,250 1,250 1,250 

(注)事務職員、庶務職員合算。在籍出向者を含む。嘱託、パート、派遣社員は除く。

(国内店舗・海外拠点数)

国内本支店(注１) (店) 71 72 74 74 74 

海外支店(注２) (店)  －  －  －  －  － 

(参考)海外現地法人 (社) － － － －

(注１)出張所、代理店、インストアブランチ、払込専門支店、共同利用ＡＴＭ管理専門支店を除く。

(注２)出張所、駐在員事務所を除く。

19/3月末 20/3月末 21/3月末 22/3月末 23/3月末

実績 計画 計画 計画 計画

(人件費)

人件費 (百万円) 9,897 9,924 10,271 10,294 10,379 

うち給与・報酬 (百万円) 6,102 6,121 6,185 6,093 6,096 

平均給与月額 (千円) 386 386 399 393 393 

(注)平均年齢38.5歳（平成19年3月末）。

(役員報酬・賞与)

役員報酬・賞与(注) (百万円) 72 73 73 73 73 

うち役員報酬 (百万円) 72 73 73 73 73 

役員賞与 (百万円) － － － －

平均役員(常勤)報酬・賞与 (百万円) 11 11 11 11 11 

平均役員退職慰労金 (百万円) － 6 8 8 8 

(注)人件費及び利益処分によるものの合算。また、使用人兼務の場合、使用人部分を含む。

(物件費)

物件費 (百万円) 12,748 12,746 13,223 13,223 13,246 

うち機械化関連費用(注) (百万円) 4,232 4,101 4,404 4,492 4,520 

除く機械化関連費用 (百万円) 8,516 8,645 8,819 8,731 8,726 

(注)リース等を含む実質ベースで記載している。

(人件費＋物件費)

人件費＋物件費 (百万円) 22,646 22,671 23,495 23,517 23,625 

－

－
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(図表7) 子会社・関連会社一覧（注１）
(億 円)

会社名
設立
年月

代表者 主な業務
直近決算

（注３）
総資産

借入
金

うち
当行分
（注２）

資本
勘定

うち
当行
出資
分

経常
利益

当期
利益

連結又
は持分
法の別

千葉保証
ｻ-ﾋﾞｽ(株)

S54年
4月

金井  保
住宅金融等

信用保証業務
平成19年

3月
66 - - 6 1 1 1 連結

千葉総合
ﾘｰｽ(株)

S57年
12月

柳谷 道雄
リース･割賦

業務
平成19年

3月
178 157 68 9 0 1 1 連結

ちば興銀
ﾕ-ｼ-ｶ-ﾄﾞ(株)

S58年
2月

北尾　徹
ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ

業務
平成19年

3月
36 23 23 3 1 ▲0 ▲0 連結

ちば興銀ﾋﾞｼﾞﾈ
ｽｻ-ﾋﾞｽ（株）

S61年
１月

毎床 一成 事務受託業務
平成19年

3月
1 - - 0 0 0 0 連結

ちば興銀ｺﾝﾋﾟｭ
-ﾀｿﾌﾄ（株）

H3年
7月

石田 康明
ｼｽﾃﾑ開発・

計算受託業務
平成19年

3月
2 - - 1 0 0 0 連結

（注１）19/3月期連結決算において対象とされた子会社・関連会社すべてについて記載している。
（注２）借入金のうち、当行分は保証を含む。
（注３）連結決算に使用した個別財務諸表の(仮)決算日を記載している。
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(図表８)経営諸会議・委員会の状況

会議・委員会名 議長 メンバー 担当部署 開催頻度 目的・討議内容

経営会議 頭取（CEO)

常務役員
監査役
経営企画部長
案件担当部・室長

経営企画部 月１回
経営に係る重要事
項の審議

経営執行委員会 副頭取（COO)

案件担当常務役員
監査役
経営企画部長
案件担当部・室長

経営企画部 週１回
業務執行に関する
事項の審議

経営健全化計画
推進委員会

頭取
常務役員
監査役
本部各部・室長

経営企画部 月１回
経営健全化計画の
施策実施状況

経営健全化計画
計数フォローアッ
プ委員会

頭取
常務役員
監査役
本部各部・室長

経営企画部 月１回
経営健全化計画の
計数フォローアップ

リスク管理委員会 頭取
常務役員
関係部・室長

リスク統括部 月１回

各種リスク・リスク
管理態勢に関する
重要事項の報告・
審議

与信検討会 頭取
常務役員
審査担当部長

審査部 週１回
大口審査案件の審
議

SB会議 頭取
常務役員
審査担当部長

審査管理部 月１回
個社別の対処方針
の検討

ALM委員会 副頭取
担当役員
関係部・室長

経営企画部 月１回 ALMに関する事項

システム戦略委
員会

副頭取
常務役員
監査役
関係部・室長

経営企画部 年４回
重要なシステム案
件の決議・報告

コンプライアンス
委員会

副頭取
担当役員
関係部・室長

リスク統括部 年６回
コンプライアンスに
関する事項の審議

情報管理委員会 副頭取
担当役員
本部各部・室長

リスク統括部 年４回
情報管理に関する
事項の審議

営業戦略会議 支店業務部長
担当役員
エリア営業本部長
関係部長

支店業務部 月１回
エリア単位での営
業推進に関する事
項

CS推進本部 担当役員
担当役員
お客さまサービス推進室長
関係部・室担当者

お客さまサー
ビス推進室

2ヶ月に1回
ＣＳを全行的、組織
的に推進
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（図表10）貸出金の推移

(残高) (億円)

19/3月末 20/3月末

実績 計画

(A) (B)

13,924 14,203 

7,577 7,608 

個人向け貸出（事業用資金を除く） 3,931 4,149 

その他 2,416 2,446 

海外貸出

合計 13,924 14,203 

(注)中小企業向け貸出とは、資本金又は出資金３億円(但し、卸売業は１億円、小売業・飲食業・サービス業は50百万円)以下の

法人または常用する従業員が300人(但し、卸売業・サービス業は100人、小売業・飲食業は50人)以下の法人向け貸出（個人

に対する事業用資金を含む）を指す。ただし、当社の連結子会社・持分法適用会社向け貸出を除く。

(増減額・実勢ベースを算出するうえで考慮すべき要因考慮後)
（億円）

19/3月末 20/3月末

実績 計画

(B)-(A)+(ｱ)

565 406 

411 120 

(実勢ベースを算出するうえで考慮すべき要因）
(億円 、(　)内はうち中小企業向け貸出)

19年度中

計画

(ｱ)

不良債権処理 (          )

貸出金償却（注１） (          )

部分直接償却実施額（注２） (          )

協定銀行等への資産売却額(注３) (          )

上記以外への不良債権売却額 (          )

その他の処理額（注４） (          )

債権流動化(注５) (          )

私募債等（注６） (          )

子会社等（注７） (          )

計 127 (89)

(注１)無税化（法人税基本通達９－６－１、９－６－２、９－４－１、９－４－２）を事由とする直接償却額。

(注２）部分直接償却当期実施額。

(注３)金融機能の再生のための緊急措置に関する法律第53条で定められた協定銀行等への債権売却額。

(注４)その他の不良債権処理による残高減少額。

(注５)主として正常債権の流動化額。

(注６)私募債の引受等、実質的に貸出と同様の信用供与が行われているものの取組額。

(注７)連結子会社・持分法適用会社向け貸出のうち、中小企業向け信用供与の円滑化に資するもの。

国内貸出

中小企業向け貸出（注）

国内貸出

中小企業向け貸出
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(図表12)リスク管理の状況

当期における改善等の状況

[規定・基本方針]
信用リスク管理の基本方針、同管理規程、
与信業務の規範
[体制・ﾘｽｸ管理部署]
リスク管理部署・・審査部、審査管理部
資産監査部署・・・監査部

[ﾘｽｸ管理手法]
債務者格付、信用リスク量の計測 、集合研修、審
査トレーニー、臨店指導

[規定・基本方針]
市場関連リスク管理の基本方針、同管理規程

[体制・ﾘｽｸ管理部署]
リスク管理部署・・リスク統括部、市場部門・・市場
金融部、事務管理部門・・市場業務室
[ﾘｽｸ管理手法]
ｷﾞャｯﾌﾟ分析、ＢＰＶ及びＶＡＲによるﾘｽｸ量計測、
ﾎﾟｼﾞｼｮﾝ限度、ＢＰＶ限度、ﾘｽｸﾘﾐｯﾄ等の設定・管理

[規定・基本方針]
流動性リスク管理の基本方針、同管理規程、流動
性コンティンジェンシープラン

[体制・ﾘｽｸ管理部署]
リスク管理部署・・・・経営企画部
資金繰り管理部署・・・市場金融部

[ﾘｽｸ管理手法]
預貸金および資金ポジションの実績・予測管理
大口資金移動の集中管理、流動性準備額の把握
資金繰り逼迫度区分に応じた管理

[規定・基本方針]
 市場取引に係るクレジットライン管理規程
[体制・ﾘｽｸ管理部署]
 リスク管理部署・・・リスク統括部
[ﾘｽｸ管理手法]
外部格付による取引対象国の限定
[規定・基本方針]
オペレーショナルリスク管理方針・同管理規程
事務リスク管理の基本方針、同管理規程
 システムリスク管理の基本方針、同管理規程
 情報ｾｷｭﾘﾃｨﾎﾟﾘｼｰ、ｴﾝﾄﾞﾕｰｻﾞｰｼｽﾃﾑ管理要領

[体制・ﾘｽｸ管理部署]
ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙﾘｽｸ管理部署・ﾘｽｸ統括部
事務リスク管理部署・・・・・総合事務部
 システムリスク管理部署・:経営企画部
[ﾘｽｸ管理手法]
事務規定等の整備、事務指導・研修の実施、
 事務の削減・本部集中、 自店検査制度

[規定・基本方針]
 法務リスク管理の基本方針、同管理規程
[体制・ﾘｽｸ管理部署]
 リスク管理部署・・・リスク統括部
[ﾘｽｸ管理手法]
 リーガルチエックの実施、顧問弁護士の活用
[規定・基本方針]
 ﾚﾋﾟｭﾃｰｼｮﾝﾘｽｸ管理の基本方針、同管理規程

[体制・ﾘｽｸ管理部署]
 リスク管理部署・・・経営企画部

[ﾘｽｸ管理手法]
 統括部署による情報の一元管理、広報・ＩＲ活動

オペレーショナルリスク管理
方針・管理規程を制定
支店長重点監査の拡充、伝
票取扱規定の改定等の実施
および営業店臨店指導体制
の強化、研修カリキュラムの
拡充を実施。
個別システムのリスク状況を
定期的に特定・評価・モニタリ
ングするとともに、所管部室
の管理状況改善に向けた支
援・指導を継続実施。

引き続き、法務リスク点検制
度により新商品・新規業務等
に係るリーガルチェックを実
施。
顧問弁護士の活用。

引き続き、エリア別・証券会
社向け決算説明会、機関投
資家向けスモールミーティン
グを実施。
平成19年度より機関投資家
向けラージミーティング開催
予定。

経営改善支援への継続的取
り組み。
貸出案件対応力強化を目的
に長期・短期の審査ﾄﾚｰﾆｰを
実施。
格付・自己査定システム等の
融資統合管理システムの１９
年４月からのスタートに向け
た取り組み。

アウトライヤー基準に係るリ
スク量計測基準を制定
バンキング勘定のＥＡＲの計
測開始
円建債券のイールドカーブの
形状変化に係るリスク量の計
測開始

引き続きローンポジションの
堅持を基本方針とし日常の
資金繰り管理の実施。全営
業日でローンポジションを堅
持。

・特になし

オペレーショナルリスク
(EDPリスクも含む)

法務リスク

レピュテーショナルリスク

信用リスク

マーケットリスク

流動性リスク

カントリーリスク
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(図表13)金融再生法開示債権の状況
(億円)

18/3月末 18/3月末 19/3月末 19/3月末
実績（単体） 実績（連結） 実績（単体） 実績（連結）

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

148 185 138 175 

危険債権 272 273 300 301 

要管理債権 255 255 173 173 

小計 676 714 613 650 

正常債権 13,368 13,288 13,823 13,746 

合計 14,044 14,002 14,436 14,396 

引当金の状況

(億円)

18/3月末 18/3月末 19/3月末 19/3月末
実績（単体） 実績（連結） 実績（単体） 実績（連結）

一般貸倒引当金 70 72 50 53 

個別貸倒引当金 84 126 106 146 

特定海外債権引当勘定 - - - -

貸倒引当金　計 155 199 157 200 

債権売却損失引当金 - - - -

特定債務者支援引当金 - - - -

小    計 155 199 157 200 

特別留保金 - - - -

債権償却準備金 - - - -

小    計 - - - -

合　　計 155 199 157 200 
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(図表14)リスク管理債権情報
（億円、％）

18/3月末 18/3月末 19/3月末 19/3月末
実績（単体） 実績（連結） 実績（単体） 実績（連結）

破綻先債権額(A) 13 19 8 14 

延滞債権額(B) 393 425 415 446 

３か月以上延滞債権額(C) 5 5 2 2 

貸出条件緩和債権額(D) 249 249 171 171 

①金利減免債権 - - - -

②金利支払猶予債権 - - - -

③経営支援先に対する債権 - - - -

④元本返済猶予債権 249 249 171 171 

⑤その他 - - - -

合計(E)=(A)+(B)+(C)+(D) 662 700 597 634 

部分直接償却 1,062 1,062 691 691 

比率　　(E)/総貸出 4.89 5.18 4.29 4.57 
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(図表15)不良債権処理状況

(単体) (億円)

18/3月期 19/3月期 20/3月期

実績 実績 見込み

不良債権処理損失額(Ａ） 78 81 45 

個別貸倒引当金繰入額 18 40 17 

貸出金償却等(Ｃ) 60 40 28 

貸出金償却 60 40 28 

協定銀行等への資産売却損(注) - － －

その他債権売却損 0 0 －

債権放棄損 - － －

債権売却損失引当金繰入額 - － －

特定債務者支援引当金繰入額 - － －

特定海外債権引当勘定繰入 - － －

一般貸倒引当金繰入額(Ｂ) 8 ▲ 19 2 

合計(A)＋(B) 86 62 48 

<参考>

貸倒引当金目的取崩による直接償却等(Ｄ) 48 17 12 

グロス直接償却等(Ｃ)＋(Ｄ) 108 58 40 

(連結) (億円)

18/3月期 19/3月期 20/3月期

実績 実績 見込み

不良債権処理損失額(Ａ） 90 93 57 

個別貸倒引当金繰入額 26 50 27 

貸出金償却等(Ｃ) 63 43 30 

貸出金償却 61 41 29 

協定銀行等への資産売却損(注) - － －

その他債権売却損 1 1 1 

債権放棄損 - － －

債権売却損失引当金繰入額 - － －

特定債務者支援引当金繰入額 - － －

特定海外債権引当勘定繰入 - － －

一般貸倒引当金繰入額(Ｂ) 8 ▲ 19 2 

合計(A)＋(B) 99 74 60 

<参考>

貸倒引当金目的取崩による直接償却等(Ｄ) 59 28 22 

グロス直接償却等(Ｃ)＋(Ｄ) 123 71 52 

(注）金融機能の再生のための緊急措置に関する法律第５３条で定められた協定銀行等への債権売却損
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(図表18)評価損益総括表（平成19年3月末、単体）

有価証券 (億円)

残高 評価損益 評価益 評価損

有価証券 153 1 2 0 

債券 113 1 1 0 

株式 － － － －

その他 40 0 0 0 

金銭の信託 － － － －

有価証券 7 － － －

債券 － － － －

株式 7 － － －

その他 － － － －

金銭の信託 － － － －

有価証券 4,399 131 202 71 

債券 3,280 ▲ 53 3 56 

株式 393 117 123 6 

その他 725 67 75 7 

金銭の信託 － － － －

その他 (億円)

貸借対照表

価額 時価 評価損益 評価益 評価損

165 88 ▲ 76 4 ▲ 80 

0 0 0 0 -

6 6 12 5 

(注１)「土地の再評価に関する法律」に基づき事業用不動産の再評価を

(実施している<実施時期  /  月>・実施していない)

(注２)デリバティブ取引、債務保証等の偶発債務に係る損益を含む。

事業用不動産（注１）

その他不動産

その他資産(注２)

満
期
保
有
目
的

子
会
社
等

そ
の
他
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(図表18)評価損益総括表（平成19年3月末、連結）

有価証券 (億円)

残高 評価損益 評価益 評価損

有価証券 153 1 2 0 

債券 113 1 1 －

株式 － － － －

その他 40 ▲ 0 0 0 

金銭の信託 － － － －

有価証券 － － － －

債券 － － － －

株式 － － － －

その他 － － － －

金銭の信託 － － － －

有価証券 4,405 136 207 71 

債券 3,280 ▲ 53 3 56 

株式 399 121 128 6 

その他 725 67 75 7 

金銭の信託 － － － －

その他 (億円)

貸借対照表

価額 時価 評価損益 評価益 評価損

165 88 ▲ 76 4 ▲ 80 

0 0 0 0 -

6 6 12 5 

(注１)「土地の再評価に関する法律」に基づき事業用不動産の再評価を

(実施している<実施時期  /  月>・実施していない)

(注２)デリバティブ取引、債務保証等の偶発債務に係る損益を含む。

事業用不動産（注１）

その他不動産

その他資産(注２)

満
期
保
有
目
的

子
会
社
等

そ
の
他
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